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Ⅰ．はじめに（２０３０年に向けた中長期展望第二回改定について）  

・近年、ＬＰガス産業は輸入価格の乱高下、競合エネルギーとの競争激化、環

境問題への対応など、黎明期から５０余年の歴史の中で、取り巻く環境が最

も激変している時代を迎えている。特にエネルギー政策は、地球環境問題の

高まりの中で近年低炭素化を指向し、化石エネルギーと原子力を中心とした

非化石エネルギーとの間の一定バランスが脱化石へと大きく変化し、なかで

も原子力への傾注が明確となっていった。  

・一方、２００９年に制定された「石油代替エネルギーの開発及び導入の促進

に関する法律」（代エネ法）の抜本的改正及び「エネルギー供給事業者による

非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関

する法律」（エネルギー供給構造高度化法）は、省エネ・省ＣＯ２化への対応

を踏まえたエネルギーのベストミックスを求め、化石エネルギーについても

再生可能エネルギーをパートナーとしていくことを要求するようになった。 

  図１【代エネ法改正とエネルギー供給構造高度化法】 

・このような状況のもと日本ＬＰガス協会は、ＬＰガスが我が国のエネルギー 

政策の一翼を担い、社会の省エネ・省ＣＯ２化実現に向けて貢献しながら将 

来のＬＰガス産業の発展を期していくため、中長期に向けてのＬＰガス産業 

のあるべき将来像を描き、この将来像を実現するための課題解決に向けた取 

組方針を示した「２０３０年に向けた中長期展望」を２０１０年３月に取り 

まとめた。併せて「エネルギー基本計画」の改定にあたり、政府等へ提言を 

行い、２０１０年６月に閣議決定された第三次「エネルギー基本計画」にお 

いて、ＬＰガスは重要なエネルギー源として一定の役割が明記されるととも 

に、“供給側の絵姿”として示された一次エネルギー供給の２０３０年推計 

で２００７年実績に比して、他の化石エネルギーがそのシェアーを減少させ 

る中で唯一シェアーが伸びる（３．０％→３．５％）見通しとなった。 

・しかし、２０１１年３月に発生した東日本大震災とりわけ東京電力福島第一 

原子力発電所の事故は、それまでの我が国のエネルギー政策を根底から覆す 

こととなった。特に電力については２０３０年に構成比５０％超えを目指し 

ていた原発への依存は白紙に戻されることとなり、電力不足への対応が直面 

する課題となるに至った。 

・政府による「エネルギー基本計画」の見直しが進められる中で、当協会は震

災後の大きな環境変化に鑑み、２０１２年３月に「ＬＰガス産業の中長期展

望」の第一回改定を行った。また併せて、当協会として「エネルギー基本計

画」の見直しに積極的に対応し、２０１２年２月の「第１２回基本問題委員

会」及び２０１３年１１月の「第９回基本政策分科会」において、エネルギ

ー供給者として出席し、ＬＰガスの位置付け明確化を求める発言を行った。 
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図２【基本問題委員会第１２回（２０１２年２月１４日）ヒアリングにおける発言趣旨】 

・このような経過を経て、２０１４年４月に第四次「エネルギー基本計画」の

閣議決定が行われた。同計画ではＬＰガスは、「平時の国民生活、産業活動

を支えるとともに、緊急時にも貢献できる分散型のクリーンなガス体のエネ

ルギー源」と記載されるなど、明確な位置付けがなされた。 

・２０１４年７月には、資源・燃料分科会傘下の「石油・天然ガス小委員会」

による「中間報告書」の取りまとめが行われ、今後の資源・燃料政策につい

ての具体的な方向性が示された。更に２０１５年７月には、「資源・燃料分

科会」による「報告書」の取りまとめが行われ、「中間報告書」以降の情勢

変化を踏まえた現状の整理がなされるとともに、改めて今後の資源・燃料政

策についての方向性が明示された。 

・また、「エネルギー基本計画」を踏まえてエネルギーミックスの在り方につ

いて検討が行われ、２０１５年７月に新たな「長期エネルギー需給見通し」

が策定され、ＬＰガスは２０３０年度の一次エネルギー供給の３％程度を占

めるエネルギーとして位置づけられた。「長期エネルギー需給見通し」の決

定を受けて、２０１５年１２月開催予定のＣＯＰ２１に向けて我が国の２０

２０年以降の温室効果ガス削減目標が同年７月に決定され、日本の約束草案

として国連に提出されるなど、震災以降トーンダウンしていた温室効果ガス

削減が再び注目されるに至った。 

図３，図４【長期エネルギー需給見通し（平成２７年７月決定）】 

・更に第四次「エネルギー基本計画」で示された「市場の垣根を外していくエ

ネルギーの供給構造改革」の一環として、２０１５年６月には電気事業法・

ガス事業法等の改正案が可決・成立するなど、エネルギー市場の自由化が推

進されており、エネルギー業界の市場構造は大きな変貌を遂げようとしてい

る。 

・今回は、上記のようなエネルギー政策の進展を踏まえ、「ＬＰガス産業の中

長期展望」について、第二回改定を行ったものである。 
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Ⅱ．ＬＰガス産業の現状と我が国のエネルギー政策 

１．ＬＰガス産業の現状 

（１）世界のＬＰガス需給構造の変化  

・ＬＰガスの供給面では、天然ガス随伴のＬＰガス生産量が増加し、供給ソー

スの主体が原油随伴から天然ガス随伴へ移行した。中東産ガス国における天

然ガス随伴のＬＰガスの増産は、今後のイランの動向に左右されると思われ

る。 

・近年米国ではシェールガスやシェールオイルの開発によって随伴ＬＰガスの

増産が顕著になり、出荷設備の増強が進められている。また天然ガス市況の

変化等により、豪州のコールベッドメタン等の非在来型ＬＮＧプロジェクト

への投資が滞る可能性があることから、その動向に着目するとともに、ＬＰ

ガス需給状況に影響を及ぼす可能性のあるプロジェクト等に注視し、進捗状

況の情報収集等を継続していく必要がある。 

・今後も産ガス国との関係強化や供給ソースの多様化を積極的に進めることに

よって、価格の安定化とエネルギーセキュリティーの確保に努めていくこと

が肝要である。 

・需要面では、中国、インドを始めとする新興国の旺盛なエネルギー需要や産

ガス国での化学原料用の需要などが増加するが、上記の理由によりここ数年

間、供給余力はあると見込まれるものの、エネルギーが国際的な戦略物質と

いう認識は非化石エネルギー重視の時代にも欠かせない。今後ともＬＰガス

の需給状況に注目していく必要がある。 

図５【ＬＰガス供給ソースの推移】  図６【ＬＰガスの供給状況】 

    図７【天然ガス随伴のＬＰガス生産とシェールガス、ＣＢＭなど非在来型天然ガス開発】 

 

（２）国内のＬＰガス需要の変化とその対応  

①ＬＰガス需要の変化 

・ＬＰガスの市場は１９９６年の改正液化石油ガス法公布に伴い、販売事業の

許可制の登録制への移行によりすでに全面自由化され、家庭を含めて自由料

金で販売できる状態にある。同じガス体エネルギーである都市ガス市場につ

いては、当初の参入規制により小売供給の地域独占が認められてきたが、高

コスト体質の改善、事業者の事業機会拡大等を目的として１９９５年以降よ

り段階的にガス事業法の改正を実施してきた。その後、小売市場の部分自由

化が徐々に進められ、２０１７年には小売全面自由化、２０２１年には大手

３社の導管部門の法的分離が実施される。 

・電力については、都市ガスと並行して電気事業制度の改革（規制緩和）が実
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施され、２０００年以降は小売事業の部分的な自由化が進められてきた。東日本

大震災後には原発停止に伴う火力発電の原料費用の増加等の影響により、継続

した家庭用電気料金の上昇傾向が懸念され、小売部門の新規参入促進（価格競

争）等を目的として、２０１６年には家庭用の規制を撤廃して小売市場を全

面自由化し、２０２０年には発送電の法的分離が実施される。 

今後は欧米諸国と同様、ガスと電力の値引きセット販売が一般化し、エネル

ギー市場の垣根を越えた競争が始まることが予想される。  

・家庭用は、電力・都市ガスの自由化が迫る中、２０１４年度の全国における

全住宅のオール電化比率は約１１％となっており、オール電化住宅の普及と

ＬＰガス世帯数の減少により、需要量は漸減傾向にある。 

・ 業務用は、一般的な厨房・給湯需要に加えて、電気料金の高騰等を背景に、

経済性に優位なＧＨＰの出荷台数が回復傾向にあり、全体の需要量はほぼ横

這いの傾向にある。 

・ 産業用は、輸入価格の高止まりの影響から競争力が低下した結果、都市ガス等

の他エネルギーへの転換が進み、需要量の大きな減少となっている。 

・ 運輸用は、タクシー台数の減少や走行距離の減少、燃費向上などの影響に加

えて、ＬＰガス自動車台数の伸び悩みにより需要量は減少停滞傾向にある。 

 

②将来に向けた需要促進・用途開発 

・今後は単に量を追う需要促進から、省エネ・節電・省ＣＯ２化実現や環境改善

との整合性を図った需要促進への転換が求められる。特に業務用・産業用用

途及び運輸用燃料の分野においては、ＣＯ２排出原単位の低い燃料への転換

が重要であり、石油系燃料等からＬＰガスへの燃料転換を促進する必要があ

る。 

・家庭用においては高効率給湯器及びエネファーム（家庭用燃料電池）を主とす

る家庭用コージェネレーションの普及促進により、家庭用のエネルギー効率を

向上させながら、ＬＰガス利用家庭のネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（Ｚ

ＥＨ）化を視野に入れた快適な生活に貢献していくことも必要である。 

・ 将来的には「水素・燃料電池戦略ロードマップ」における定置用燃料電池及

び燃料電池自動車等の普及目標達成のため、水素キャリアとしてのＬＰガス

利用の需要拡大を目指した積極的な用途開発が必要である。  

 

図８【電力及びガス自由化の概要】 

図９【国内需要の状況】、図１０【幅広い分野で利用されているＬＰガス】 

図１１【１．オール電化住宅推移、２．都市ガス原料の天然ガス化推進、３.燃料電池自動車・水素ステー

ションの普及】 
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図１２【業務用・工業用・自動車用需要推移】、図１３【ＣＯ２排出原単位】 

図１４【高効率ガス給湯器・家庭用燃料電池の普及状況と計画】、図１５【ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス（ZEH）のイメージ】 

 

（３）安全・安心への関心の高まり 

・家庭用等ＬＰガス消費事故は、１９７９年には約８００件に上っていたが、

販売事業者の自主活動による安全器具の設置、消費者・事業者・行政の三者

による保安向上の取組みにより、１９９４年には約８０件と１／１０に減少

した。死亡者数については、３５～４０年前（１９７５～１９７９年の５年

間の平均）は５９．２人であったが、直近（２０１０～２０１４年の５年間

の平均）では２．２人と減少している。 

・その後保安規制の合理化、保安の高度化、販売事業者制度の見直しの観点か

ら、１９９７年に液化石油ガス法の抜本改正が実施され、更に２０１５年の

産業構造審議会保安分科会・液化石油ガス小委員会において２０２０年時点

の目標として、死亡者ゼロ、負傷者は２５人未満が掲げられ、一般消費者に

対する積極的な注意喚起、古いガス機器の交換、安全な消費機器の普及促進

等が求められている。 

図１６【1．自主活動による保安高度化運動、２．安全な消費機器の普及促進対策】 

・近年のＬＰガス消費者事故は２００件程度で高止まりの状態が継続しており、

ＬＰガス産業の基盤である安全・安心の確保を図り、消費者の信頼を得てい

くためにも、更なる保安高度化・保安確保・コンプライアンスの徹底が必要

である。 

・また、２０１５年から発売が開始されたＬＰガス用ＦＲＰ容器の安全確保や

２０１７年から本格的に始まるバルク貯槽の２０年検査等、ＬＰガス業界が

担う安全への取組みは、一層重要性を増すものと考えられる。 

 

２．ＬＰガス産業を取り巻くエネルギー政策とその対応 

（１）地球温暖化対策目標の推移   

・京都議定書目標達成計画の第一約束期間を迎え、２００８年３月「改定京都

議定書達成計画」が発表され、計画達成のための追加対策がなされた。 

・同年５月に２０１０年度、２０２０年度、２０３０年度の「長期エネルギー

需給見通し」が策定（３年毎の見直し）され、その後、６月に当時の福田首

相により２０５０年までに現状から６０％～８０％のＣＯ２削減を掲げた所

謂、“福田ビジョン”が発表された。 

・２００９年６月に当時の麻生首相が日本の２０２０年時点の温室効果ガスの 
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排出量削減の中期目標を海外から購入する排出枠などを除いて２００５年比 

１５％削減(１９９０年比８％減) し、それを達成することにより、ＣＯ２が 

２０３０年には２００５年比約４分の１減少に繋がると発表した。 

・同年９月には新政権が誕生し、鳩山首相はニューヨークで行われた国連気候

変動首脳会合で演説し、温室効果ガスの削減目標を、すべての主要国の参加

を前提に２０２０年までに１９９０年比２５％削減を目指すと、新しい目標

を表明した。 

・２０１０年 1 月、我が国はＣＯＰ１５で承認されたコペンハーゲン合意に基

づいて、２０２０年に向けた我が国の排出量削減目標を「９０年比で言えば

２５％削減、ただし、すべての主要国による公平かつ実効性のある国際枠組

みの構築及び意欲的な目標の合意を前提とする」として提出した。 

・その後、２０１１年３月の震災を経て２０１２年１２月に誕生した第二次安

倍政権により、エネルギー政策と併せ地球温暖化対策についても白紙から見

直されることとなり、我が国は２０１３年１１月に開催されたＣＯＰ１９に

おいて、２０２０年の温室効果ガス削減目標を２００５年比－３．８％とす

ることを表明した。 

・ＣＯＰ１９では、２０１５年１２月に開催されるＣＯＰ２１において、全て

の国が参加する２０２０年以降の新枠組みを決定することについて合意がな

された。 

・我が国ではＣＯＰ２１に向けて２０２０年以降の温室効果ガス削減目標を策

定するため、そのベースとなるエネルギーミックスのあり方も含め、関係審

議会において精力的な検討が進められ、２０３０年度における我が国の温室

効果ガス削減目標を２０１３年度比－２６．０％（２００５年度比－２５．

４％）とすることを決定、２０１５年６月に開催されたＧ７首脳会議におい

て、安倍首相が削減目標の表明を行うとともに、２０１５年７月には国連に

対し、我が国の削減目標の正式登録が実施された。 

 

（２）省エネルギー対策の強化 

・２００８年５月、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の

改正が行われ、地球温暖化対策の一層の推進のため、大幅にエネルギー消費

量が増加している家庭・業務部門における省エネルギー対策が強化された。 

・産業用はもとより、業務部門等におけるフランチャイズチェーンなども事業

者単位の規制対象になり、住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化も掲

げられた。従って２０３０年に向けて今まで以上に大幅なＣＯ２削減が必要

になることから、省エネルギー対策は一層強化されていくこととなった。 

・更に震災以降、電力の供給制約が長期化する中、「ピーク対策」を評価する体
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系への変更が検討され、２０１３年５月には、電力需要の平準化の推進及び

トップランナー制度の建築材料等への拡大に関する措置を追加した改正省エ

ネ法が成立した。 

 

（３）非化石エネルギー導入促進に向けての法制化の動き   

・代エネ法は、エネルギーセキュリティーの強化の観点から一定の成果を上げ 

たとし、２００９年には「非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する 

法律」として抜本的に改正され、新たに非化石エネルギーの利用拡大と化石 

エネルギーの効率的利用を目的とした、エネルギー供給構造高度化法も整備 

された。 

・この代エネ法の抜本改正により、我が国のエネルギー政策は省エネ政策の一 

層の推進とともに、化石エネルギーから非化石エネルギー政策に大きく舵が 

切られた。 

 

・２０１０年にはエネルギー供給構造高度化法の基本方針が改正され、ＬＰガ

スの供給事業者はバイオガスから製造される燃料を混和することにより非

化石エネルギー源の利用に取り組むこととされた。 

 

（４）災害対応の強化 

・２０１１年３月に発生した東日本大震災を契機に、我が国のエネルギー政策

は白紙から見直されることとなった。震災の経験を踏まえ、災害時の石油・

ＬＰガス供給体制の強化が検討され、２０１２年１１月には改正石油備蓄法

が施行された。改正法では備蓄放出要件の見直し（災害時にも放出を可能と

する）とともに、元売会社等への供給連携計画の策定義務付けが規定された。 

・また経産省総合資源エネルギー調査会傘下の審議会において、「エネルギー基

本計画」見直しの検討が進められ、２０１４年４月には、第四次「エネルギ

ー基本計画」の閣議決定が行われた。同計画ではＬＰガスは、災害時のエネ

ルギー供給の「最後の砦」との記述がなされるとともに、「平時の国民生活、

産業活動を支えるとともに、緊急時にも貢献できる分散型のクリーンなガス

体のエネルギー源」と記載され、明確な位置付けがなされた。 

・また２０１４年７月には資源・燃料分科会傘下の「石油・天然ガス小委員会」

による「中間報告書」の取りまとめが行われ、今後の資源・燃料政策につい

ての具体的な方向性が示された。同報告書ではＬＰガスは、石油・天然ガス

と同列に詳細な記載がなされ、特に民間備蓄については、地政学リスクの低

い国からの新たな調達が行われることで「基準備蓄量の見直しを検討する余

地が生まれる可能性がある」との記述がなされた。 
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・また東日本大震災を受け、国土強靭化への取組みが一層推進されることとな

り、２０１３年１２月に施行された国土強靭化基本法に基づき、２０１４年

６月には「国土強靭化基本計画」の閣議決定が行われた。同計画ではＬＰガ

スに関し、国家備蓄量の確保や災害時石油ガス供給連携計画の推進が記載さ

れた。また国土強靭化の取組みを全国に波及させるべく、国土強靭化地域計

画（地域強靭化計画）の策定が推進されている。 

・また第二次安倍政権の成長戦略を取りまとめた「日本再興戦略」においても、

ＬＰガス関連記載が盛り込まれた。２０１４年６月に閣議決定された「日本

再興戦略改訂２０１４」においては、ＬＰガス中核充填所の整備などによる

リスク対応力の強化等が記載された。また２０１５年６月に閣議決定された

「日本再興戦略改訂２０１５」においては、コージェネレーションやエネフ

ァーム（家庭用燃料電池）の推進等、ＬＰガス産業として積極的に取り組む

べき項目が記載されている。 

 

（５）エネルギー市場の自由化 

・市場ごとの縦割型であった我が国のエネルギー供給構造の改革が推進される

こととなり、電気事業法・ガス事業法等の改正案が２０１５年３月に閣議決

定の上、国会に提出され、２０１５年６月に可決・成立した。これにより電

力・都市ガスの小売市場の全面自由化が正式にスケジュール化され、エネル

ギー間の垣根を超えた競争がより一層促進されることとなった。 

 

（６）望ましいエネルギーミックスの検討 

・我が国の２０２０年以降の温室効果ガス削減目標を策定するための前提とな

るエネルギーミックスの在り方について、経産省の長期エネルギー需給見通

し小委員会において検討が行われ、２０１５年７月に、２０３０年度におけ

る長期エネルギー需給見通しが策定された。この中でＬＰガスは、２０３０

年度の一次エネルギー供給において３％程度を占める独立した一次エネルギ

ーとして、明確な位置付けがなされた。 

 

（７）ＬＰガス産業の事業基盤の再構築 

・２０１５年７月には、「資源・燃料分科会」による「報告書」の取りまとめが

行われ、「石油・天然ガス小委員会」による「中間報告書」以降の情勢変化を

踏まえた現状の整理がなされるとともに、改めて今後の資源・燃料政策につ

いての方向性が明示された。 

・同「報告書」ではＬＰガス産業の事業基盤の再構築に関し、ＬＰガス元売業

については再編・連携等を通じた購買力強化やＬＰガス関係機器の海外展開
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が、ＬＰガス販売業についてはエネルギー市場の自由化に対応した「総合生

活インフラ産業」化やＬＰガス販売価格の透明性の向上が、今後の課題とし

て示された。 

 

（８）ＬＰガス産業の対応 

・地球温暖化対策に対する国際動向の変化や我が国のエネルギー政策の進展を

踏まえ、ＬＰガス産業としても省エネルギー対策や節電対策、ＣＯ２削減に

一層の貢献をしていく。 

・具体的には、今後高効率なガス機器の開発・導入・普及やＣＯ２排出原単位

の低い燃料への転換が必要となり、ＬＰガスは、その役割を担う。 

・家庭・業務用に対しての、高効率給湯器の普及促進並びに燃料電池など革新

的技術の導入・普及はもちろん、産業用需要家に対しても、ＣＯ２排出原単

位の高い石油系燃料等からの燃料転換を行うことで省エネ・節電・省ＣＯ２

化の実現に貢献していく。 

・日本ＬＰガス団体協議会、日本ガス協会、日本簡易ガス協会は、２００５年、

国の基幹エネルギーとしての役割・責任を果たしていくために、「日本ガス体

エネルギー普及促進協議会（コラボ）」を設立し、共同で高効率なガス機器や

燃料電池の開発・普及活動を行い、ガス体エネルギーの普及促進に力を入れ

ている。  図１７【日本ガス体エネルギー普及促進協議会（コラボ）】 

  

一方、ＬＰガス産業における将来の課題として、現時点では、再生可能エネ

ルギー源のＬＰガスへの利用は、技術的、経済的に困難な状態ではあるもの

の、例えば太陽エネルギーとの共生や未利用バイオマスの有効利用等、今後

再生可能エネルギーの利用に向けて、調査研究やフィールド実証など実用化

に向けて努力する必要がある。 
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Ⅲ．中長期に向けたＬＰガス産業の取組みの方向性  

 

 

 

 

 

 

1.ＬＰガス産業の目指す姿 

・我が国は、エネルギーセキュリティー・地球温暖化・東日本大震災や東京電 

力福島第一原子力発電所事故など直面するエネルギー諸問題に対し、今まで 

の偏ったエネルギー構成を抜本的に見直す必要があるとし、①省エネ・節電 

対策を抜本的に強化、②再生可能エネルギーの最大限加速、③化石燃料のク 

リーン利用、④原子力発電への依存度を出来る限り低減、などを望ましいエ 

ネルギーミックスの方向性として示し、エネルギー政策の白紙からの見直し 

を行い、２０１４年４月に第四次エネルギー基本計画が策定されるとともに、

電気事業法・ガス事業法改正を始めとしたエネルギー政策の変革が取り進め

られている。 

・この劇的な変化に対応していくにあたって、ＬＰガスはＣＯ２排出量が少な

いクリーンなガス体エネルギーであること、また安定した供給が可能で、そ

の安全性や国土を広くカバーしている分散供給性、災害への優れた対応力な

ど、それらの特長を最大限に活かすとともに、革新的技術の開発・普及によ

り省エネ・節電・省ＣＯ２化の実現に大きく貢献できるものと考えている。 

図１８【ＬＰガスの特性―３つの特長】（図１８－１～４） 

・我が国では省エネ・節電・省ＣＯ２化実現に向けて、中長期的に産業界のみ

ならず国民全体として省エネルギー対策や化石エネルギーの高度有効利用、

非化石エネルギーの導入が必要になってくる。 

・このため、ＬＰガス産業は多様化する需要家のニーズに応えた「燃料転換」、

「燃料電池などコージェネレーション」、「高効率ガス給湯器」、「先進型ＬＰ

Ｇ車」の普及推進、「再生可能エネルギーとの共生」等の取組みを強力に推進

する。 

図１９【省エネ・節電・省ＣＯ２化に向けたＬＰガスの普及促進】 

 

・その際、需要家が「望ましいエネルギーミックス」を選択できるよう、マイ

コンメーター、テレメータリングシステム等が組み込まれた新しいエネルギ

ー供給システムにより、供給・消費段階でのエネルギーの見える化を行うな

ど、きめ細かな情報・ノウハウの提供（消費機器の特定、柔軟な料金体系の

ＬＰガス産業は、我が国のエネルギー政策が脱石油から再生可能エネルギーな

どへの傾斜を一層強め、社会の省エネ・節電・省ＣＯ２化を目指す中、ＬＰガ

スのＣＯ２排出原単位が低い環境特性を活かし、地球環境に貢献しながら需要

拡大を目指す。 
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構築、集中監視システム、災害時の情報収集能力強化など）等を行っていく

事が求められる。 図２０【集中監視システム新バージョン】 

・ＬＰガス産業は、エネルギー需給構造の転換が推進されていく中にあって、

こうした事業活動を展開することによって、ＣＯ２を削減し省エネ・節電・

省ＣＯ２化に貢献する。その結果としてＣＯ２を約１,０３０万トン削減し、

総需要量では約１，９７０万トンを目指す。 

 

LP ガス産業の目指す需要構造（単位：万 t） 

 

 

 

 

 

 

           

※2013 年は実績値 

 

２．２０３０年に向けた各部門ごとの具体的な取組み 

（１）民生用（家庭） 

・２０３０年におけるＬＰガス世帯は、「長期エネルギー需給見通し」を踏まえ

ると総世帯数の減少や約１，１００万世帯（総世帯数の２０％）にのぼるオ

ール電化世帯の増加等により、約２,２００万世帯となり２０１３年度と比較

して約２６０万世帯減少するものと推定される。 

・個々の家庭において、厨房・給湯・冷暖房等については、省エネ・節電・環

境指向が強まり、ＣＯ２排出量にも配慮しながら、一方でより快適で豊かな

潤いのある生活を求める傾向が加速する。 

・ＬＰガス産業としては、家庭の省エネ・節電・環境指向に応えるためにも、

ＬＰガス高効率給湯器の普及拡大を図り、２０１３年度ＬＰガス給湯世帯がＬ

Ｐガス世帯の約５８．８％であったものを、灯油などからの転換により約７

３％の約１,６００万世帯にまで拡大させる。 

この実現のためにガス温水床暖房、浴室暖房、ミストサウナ等に対応する多

機能型給湯器をＬＰガス給湯世帯の１７％の約２７０万世帯にまで普及拡大

させる。 

・ また、分散型システムであるエネファーム（家庭用燃料電池）を約１５０万

台にまで普及させ、それをベースに太陽光発電や蓄電池を組み合わせたネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の普及に積極的に取り組む。 

用途別区分 2010年 2013年 2030年
民生用（家庭） 503 445 510
民生用（業務） 228 218 220
産業用 367 304 620
運輸用 137 118 130
原料用（石化） 276 295 300
原料用（都市ｶﾞｽ） 90 110 160
原料用（電力） 31 65 30
合計 1,632 1,555 1,970
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・「国土強靭化基本計画」における災害時でも機能不全に陥らない社会システム

を平時から確保するには、公共施設等への災害対応型バルクの設置などＬＰ

ガス供給体制の強化・災害に強いエネルギーとしての需要開発が必要となる。  

・加えて、ＬＰガス機器とのシステム化を図った軽量の「ＦＲＰ容器」を普及

させることは、ＬＰガス世帯のみならず、オール電化及び都市ガス利用世帯

においてもＬＰガスによるサービスを提供することが可能となる。 

図２１－１、２【ＦＲＰ容器】 

 

・家庭におけるエネルギーミックスの選択を可能にするため、ＬＰガス用のス 

マートハウス、またそれを区域に広げたスマートコミュニティー化も視野に

入れ電気、熱需要をコミュニティー単位で見える化するなど、きめ細かな情

報・ノウハウの提供（消費機器の特定、柔軟な料金体系の構築、集中監視シ

ステム、災害時の情報収集能力強化など）等を行っていく事が求められる。 

また、消費者のガス利用の一層の促進のために、集中監視システム新バージ

ョンを中心とした新技術・新サービスの普及展開活動を推進するとともに、

高齢化社会の各種課題解決の為に集中監視システムを活用した生活支援サー

ビス等の検討が必要である。 

・このように、ＬＰガス世帯は２０１３年度に比べ減少はするものの、ＬＰガ

スの環境特性を活かした需要を促進・開拓することで、家庭部門における需要

量を維持し省エネ・節電・環境対策にも貢献していく。 

 

（２）民生用（業務） 

・業務用用途における社会的なニーズ（経済性・環境性）により、需要の推移

は横這い傾向となる。 

・ 改正省エネ法のＣＯ２削減目標の達成に向けて、再生可能エネルギーの利用

や化石燃料の省ＣＯ２化が求められるため、石油系燃料からＬＰガスへの積

極的な燃料転換を推進する。 

また、分散型発電システムの強みを活かして、飲食店、宿泊施設、福祉施設、

病院等で利用されているガスコジェネレーションの更なる導入を促進する。 

・改正省エネ法による「電気の需要の平準化の推進」（電気需要平準化評価原単

位の策定等）への対応としては、最大使用電力の低減（ピーク電力カット）

の必要性があることから、業務用空調設備としてＧＨＰ（ガスヒートポンプ）

の普及を冷暖房能力で約１２０万ｋＷ相当（ＥＨＰ（ＡＰＦ5.7）で比較）図

り、補助制度を活用しながら積極的に推進する。 

図２２【ＧＨＰの普及促進】 
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（３）産業用 

・２０１３年の工業用エネルギーの灯油、軽油、Ａ・Ｂ・Ｃ重油、ＬＰガスの

総カロリーをＬＰガス数量に換算すると、約１，５３８万トンである。その

内、ＬＰガスの需要は約２９７万トンでシェアは１９％程度であり、ＬＰガ

スの環境特性を活かした燃料転換分野が多く残されている。（参考：2013 年度の工

業用エネルギーにおける電力・都市ガスをＬＰガス数量に熱量換算すると電力 1,113 万トン、都市ガス 1,829 万

トンとなっている。） 

・近年の異常気象を含む地球環境の変化、世界的なＣＯ２削減の動き、更には

全国・各地方自治体における地球温暖化対策関連条例等の進展により、産業

用事業者のＣＯ２削減に対する意識が強まっている。 

・産業部門は、省エネ・節電・省ＣＯ２化実現に向け、ＣＯ２排出削減が更に

求められる部門であり、今後大手事業者だけでなく中小の事業者に対しても

法的なＣＯ２の削減対策が求められていくものと思われる。 

・このような背景の下、ＬＰガス産業はＧＨＰの普及、個別供給型エネルギー

であるＬＰガスコージェネレーションシステム、大型の燃料電池、バルク供

給システム、高効率小型貫流ボイラー等の導入促進を図ることで、約１４５

万トンの需要拡大を実現する。 

図２３【ＬＰガスコージェネレーションの普及】 

・上記約１４５万トンの需要拡大に加えてＬＰガスへの燃料転換を約１６０万

トン実施する。このように産業用におけるＬＰガスのシェアを拡大すること

で約６２０万トンの需要を創出し、省エネ・節電・省ＣＯ２化の実現に貢献

する。 

図２４【燃料転換の促進】 

 

（４）運輸用 

・ ２０１３年度のＬＰＧ車は約２４万台、ＬＰガスの需要量は約１１８万トン

であった。 

・ＬＰＧタクシーについては、ユニバーサルデザイン車両が主流となる中、需

要想定において減車傾向を見込んでおり、２０３０年には現状の約８０％に

なると予測される。 

・ 今後、諸外国と同様に噴射方式による先進型ＬＰＧ車を次世代自動車に位置

づけ、また自動車のハイブリッド化の流れと並行して、自家用車の比率をＬ

ＰＧハイブリッド車と噴射方式による先進型ＬＰＧ車とで半々ずつ、それぞ

れ１０万台（計２０万台）の普及を目指す。これにより約５０万トンの需要

を維持する。 

・そのためには、自家用車向けのドーナツ型容器の採用や欧州型改造キットの
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市場導入等による改造費用の低下が有効であり、規制緩和に向けた行政への

働きかけが必要である。 

・ また、貨物用トラックの混焼燃料の開発が進み、現在のディーゼルトラック

台数の約５％がＬＰＧ混焼燃料のトラックとなり、更に都市間移動を想定し

た大型クリーンディーゼルトラックの混焼技術等の開発が進めば、約２０万

台、約６０万トンの新規需要を創出することが可能である。 

・「水素・燃料電池ロードマップ」において、燃料電池自動車は２０１５年に１,

０００台、２０３０年に２００万台普及すると仮定している。 

・ 燃料電池自動車２００万台のうち、半分をオンサイト型スタンドによる供給

で行うとし、水素改質原料の割合を都市ガスとＬＰＧで半々ずつ担うことと

すると、約２５万トンの新規需要が創出される。 

・これらの取組みにより、２０３０年には総需要量で約１３０万トン、台数と

しては約５６万台を見込む。 

図２５-１．２．３．４【ＬＰＧ車の次世代化】 
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３．対応・解決すべき各種課題等  

こうした将来の姿は、現在の取組みの延長線上にはなく、ＬＰガスが省エ

ネ・節電・省ＣＯ２化に受け入れられるためには、需要をいかに伸ばしてい

けるかである。そのための課題は①「ＬＰガスの需要拡大と省エネ・節電・

省ＣＯ２化実現の一体的推進」及び、②「ＬＰガス産業の発展を支えるイン

フラやイノベーション」の２つに大きく分けられ、規制緩和など、法制面・

行政面における対応も考慮し、課題解決に向けた取組方針を策定し、目指す

べき姿に向かって積極的に取り組んでいくことが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．課題解決に向けた取組方針 

 これら課題の解決を、推進していくため、６つの取組方針を策定する。 

 
 

 

①ＬＰガスの需要拡大と省エネ・節電・省ＣＯ２化の実現の一体的推進に係る課題 

家庭用 

産業用 

運輸用 

再生可能エネルギ

ーへの取組み 

「高効率機器の普及促進による環境貢献」と「利便性・快適性」の両立 

「燃料電池の普及拡大と原単位向上」による「高効率・高度利用」の実現 

「ＬＰガスと再生可能エネルギーの共生と利用拡大」による「エネルギーのベ

ストミックス」 

②ＬＰガス産業の発展を支えるインフラやイノベーションに係る課題 

需要拡大を目指す主な用途別の克服すべき課題 

環境性・効率性・快適性を高める技術開発 

ＬＰガス調達の多様化と安定化 

ＬＰガス産業の環境対応 

セキュリティー対応 

顧客ニーズに応える技術開発 

LP ガスの供給安定性確保 

ＬＰガス産業の環境目標設定・達成等の努力 

保安体制の強化と災害時の対応 

 

取組方針１ 

需要拡大を目指す主な用途別の克服すべき課題・再生可能エネルギーへの取組み 

１．ＬＰガスの高度利用と需要拡大によるＣＯ２排出抑制 

２． 再生可能エネルギー利用の推進及び共生 

３．分散型エネルギーシステムの進化 

取組方針１

取組方針２ 

取組方針３ 

取組方針４ 

取組方針５ 

取組方針６ 次世代に向けた事業領域の拡大 ＬＰガス産業の発展 

業務用 「環境対応」及び「電力需要平準化」の実現 

「燃料転換」及び「コージェネレーションシステム」の普及促進 

「ＬＰＧ車の普及促進」と「混焼トラック及び水素技術の開発推進」 
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取組方針２ 

 

顧客ニーズに応える技術開発 

１．ＦＲＰ容器の開発・導入・普及 

２．地熱・地下水など周辺エネルギー活用の研究開発 

３．ハイブリッド、プラグインハイブリッド、水素供給インフラへの対応 

４．ＬＰガスの高度利用システム 

 

取組方針５ 

 

 

取組方針３ 

 

ＬＰガスの供給安定性確保 

１．エネルギーセキュリティーの向上に向けた取組み 

２．ＬＰガス備蓄の在り方 

３．国内物流の効率化 

保安体制の強化と災害時の対応 

１．平時 

・ 輸入基地、二次基地の安全確保 

・ 保安法等の抜本的検討 

・ その他の安全確保への取組み 

２．災害時 

・ 災害対応の強化 

・ 行政・他団体との連携 

取組方針４ ＬＰガス産業の環境目標設定・達成等の努力 

１．環境自主行動の充実 

 

取組方針６ 

 

次世代に向けた事業領域の拡大 

１．ガス体エネルギーとしての新しい位置づけの維持・強化 

２． 新たな可能性の調査・検討 

３． スマートハウス、スマートコミュニティーの提案 

４．次世代エネルギー・社会システムへの対応 
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Ⅳ．課題解決に向けた６つの取組方針 

取組方針１.需要拡大を目指す主な用途別の克服すべき課題・再生可能エネルギ

ーへの取組み 

１．ＬＰガスの高度利用と需要拡大によるＣＯ２排出抑制 

（１）家庭用での高効率機器、エネファーム（家庭用燃料電池）などの普及目

標達成 

・ＬＰガスの環境特性を活かしつつ、その需要拡大と高度利用を図るため、高

効率ガス機器やエネファーム（家庭用燃料電池）の一層の普及を目指す。ま

た、エネファーム（家庭用燃料電池）をベースに太陽光発電や蓄電池を組み

合わせたネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の導入により、省エ

ネ・節電・省ＣＯ２化の実現に貢献する。 

・そのため、各省庁及び都道府県におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス

（ＺＥＨ）関連補助金制度等を積極的に活用し、更なる普及拡大を進めてい

く。 

図２６【家庭用燃料電池】   

・「水素・燃料電池戦略ロードマップ」による２０３０年エネファーム（家庭用

燃料電池）普及目標５３０万台（内ＬＰガス仕様１５０万台）のためにも、

業界内の利用促進に向けた取組みを積極的に推進する。 

・２０１３年度デファクトスタンダード化に踏み切った潜熱回収型給湯器（エ

コジョーズ）は、２０１４年度実績で２７％であり、更なる普及促進を目指

す。 

図２７【エコジョーズ、エコウィル】 

・今後業界が目指すべき、エネファーム（家庭用燃料電池）、太陽光発電、蓄電

池及びネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の施工メンテナンス体

制の構築や技術者の育成などを整えていく。 

 

（２）業務用途における省エネ・節電・省ＣＯ２対策としての燃料転換及びＧＨＰ等

の普及促進 

・エネルギー基本計画における温室効果ガスの削減方針及び改正省エネ法にお

けるＣＯ２削減目標数値への対応等のため、今後更なる化石燃料の効率的利

用が求められる。 

・具体的には現在の飲食店、宿泊施設、福祉施設等における石油系燃料からＬ

Ｐガスへの燃料転換の推進を図っていく。 

・改正省エネ法による「電気の需要の平準化の推進」（電気需要平準化評価原単

位の策定等）への対応として、最大使用電力の低減（ピーク電力カット）に
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も大きく寄与するＧＨＰ（ガスヒートポンプ）及びマイクロコージェネレー

ションの普及促進を、補助制度等を活用しながら積極的に行っていく。 

・災害時のバックアップ体制構築のため、都市ガス供給区域においても公共施設

（学校、病院等）への平時からのＬＰガス利用を働きかけていく。 

 

（３）産業用の需要拡大と石油系燃料等などからの燃料転換促進 

・地球温暖化対策や省エネ法の改正で、産業用エネルギーの需要家はＣＯ２の

削減が求められており、石油系燃料等からガス体エネルギーへの燃料転換が

解決策の一つとしてクローズアップされてきている。 

・このため、可搬性、制御性に優れたＬＰガスの特性を活かし、ＬＰガス産業

として補助制度等を活用しながら中堅・中小企業に対して省エネ・節電・省

ＣＯ２化に向けた提案を行い、産業用分野におけるＬＰガスへの燃料転換を

行うよう実践する。 

・これらの実現に向けては、産業用コージェネレーション等の導入が効果的であるた

め、メーカーにＬＰガス仕様機の生産が整備されていくよう働きかけ、補助金制度

等を活用しながら普及 拡大を目指す。 

 

（４）ＬＰＧ車の普及促進と運輸部門における用途開発 

・エネルギー基本計画において、ＬＰガスは運輸部門における燃料の多様化を

担うことが期待されており、災害時においても強力なサプライチェーンや製

品貯蔵の強みを活かした地域への貢献が期待できる。 

・ＬＰＧ車の普及を図るために、ＷＬＰＧＡ等において積極的な情報収集を行

い、国際基準等との整合性を考慮しながら、ユニバーサルデザイン車両及び

自家用ユーザーのニーズ等にも沿ったＬＰＧ車が生産されるよう、メーカー

へ働きかける。 

・また、２０３０年の燃料電池自動車２００万台の普及に向け、水素併用型Ｌ

ＰＧスタンドの増設を支援するとともに、ＬＰＧスタンドとガソリンスタン

ドとの併設や自家用車向けのドーナツ型容器の採用及び欧州型改造キットの

市場導入等に向けた規制緩和を行政に働きかけ、自家用ＬＰＧ車ユーザーの

利便性の向上を図る。 

【ＬＰＧ車の次世代化】（図２５－１.２参照） 

 

（５）都市ガス用・石化用の需要維持と拡大 

・都市ガス需要の拡大に加え、ＬＮＧの低カロリー化に伴い、都市ガス増熱用

ＬＰガス需要は増加するものと見込まれる。 

・石化原料用のＬＰガスは、品質管理を徹底し、石油化学原料としての利用拡
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大を更に図っていく。 

 

２．再生可能エネルギー利用の推進及び共生   

（１）太陽光利用と既存技術とのマッチングによる省エネ、節電、ＣＯ２削減  

・太陽光発電の抜本的導入の加速化を図るため、エネルギー供給構造高度化法

に基づいて太陽光発電買取制度が開始され、太陽光発電と家庭用燃料電池等

を組み合わせたダブル発電を行っている電力需要家も、買取制度の対象とな

った。 

・太陽光発電システムは、省エネ・節電・ＣＯ２削減対策として今後普及して

いくと思われる。よって、太陽エネルギーの不安定性を解消するためにガス

体エネルギーと太陽エネルギーとの組み合わせによる「低炭素エネルギーシ

ステム」を、都市ガス事業者、住宅メーカー、機器メーカーと連携し、機器

の標準化を図る。 

図２８【低炭素エネルギーシステム】 

 

（２）バイオガスから合成した燃料のＬＰガス混合供給 

・２０１０年１１月１９日に改正されたエネルギー供給構造高度化法の基本方

針を踏まえて、バイオガソリンのようにバイオマスから合成した燃料をＬＰ

ガスに一定濃度混合できれば、ＬＰガスの供給インフラを改造せずにより広

範囲にバイオＬＰガスとして供給することが可能となる。その可能性につい

て調査・検討を行う。 

 

（３）未利用バイオガスへのＬＰガス混合供給   

・国産のバイオマス資源は、畜産場、農場、下水処理場、廃棄物処理場等多様 

な形態で国内に広く点在し、収集・輸送にコストがかかる。一般にバイオマ 

ス発酵等から得られるバイオガスは、熱量が低く、発生量も不安定であるこ 

とからこれまでは十分に有効活用がされてこなかったが、今後ＬＰガス供給 

事業者として取組みを行う。 

・熱量が高く、可搬性に優れた特長を有するＬＰガスをバイオガスに混合する 

ことで安定した燃料として利用が可能となる。供給先としてはバイオマス発 

生源でのオンサイト利用や小規模導管網による需要家へ供給するなど地産地 

消型のエネルギー供給ビジネスモデルを構築するための調査・検討を行う。 

図２９【未利用バイオマスガス】 
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３．分散型エネルギーシステムの進化     

（１）大型燃料電池の普及によるコジェネ分野での需要拡大 

・ 固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）は、従来のガスエンジン・ガスタービン

に代表されるガスコージェネレーションに比べ高効率であり、排熱温度が高

くスチームの利用もできることから、飲食店や病院、宿泊施設などの業務用

及び各種工場等の産業用での利用が見込まれる。 

・メーカーにおいても将来的な大型事業用火力発電所の代替機種としての研究

開発を進めており、その第一歩として、中小型ＳＯＦＣの製品化・市場開拓

を目指した取組みを行っている。 

・今後の技術開発状況を注視しながら、メンテナンスが容易な、数十ｋＷから

数百ｋＷ級のＬＰガスコージェネレーションとして市場導入に向けた支援等

を行っていく。 
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取組方針２. 顧客ニーズに応える技術開発  

１．ＦＲＰ容器の開発・導入・普及  

・既に欧米にて開発・使用されているＦＲＰ容器（コンポジット容器）は、軽

量で美観上も優れ、消費者ニーズに適すると考えられ、国内においても、２

０１５年度より７．５ｋｇ容器の輸入・販売が開始される。 

・ＦＲＰ容器は単に軽量化などの機能面だけでなく、デザイン性にも優れてい

るため、屋内用キャビネットヒーター、レジャーボート、フォークリフト等

の輸送機器用などＬＰガスの新たな需要に繋がる可能性が高い。そのため、

都市ガス世帯及びオール電化世帯における利用なども視野に入れ、販売・流

通形態の構築等を含めた普及に向けた取組みを推進していく。 

・併せて、安全性の確保の方策については、消費機器等の関連団体、関連省庁

の理解と協力を得ながらユーザーへの周知も含め推進していく。 

・７．５ｋｇ容器の販売開始、１０ｋｇ以下の容器の技術基準の整備が進む一

方、１０ｋｇ以上のＦＲＰ容器についても、今後のＦＲＰ容器の普及状況や

消費者ニーズ等を考慮しながら、容量に適した新たな利用形態の模索や、技

術開発に向けた側面的な支援等を行っていく。 

【ＦＲＰ容器】（図２１－１．２参照） 

 

２．地熱・地下水など周辺エネルギー活用の研究開発   

・２０１１年１月末の報告書「再生可能エネルギー：２０２０年目標に向けた

前進」では、ＥＵ加盟各国の２０２０年の最終エネルギー消費に占める再生

可能エネルギーの比率を２０１０年１１．６％から２０％に高めると目標立

てており、再生可能エネルギーによる発電量の予測では、利用量は小さいも

のの、様々な熱電（太陽熱・地熱・波力等）を利用したヒートポンプの利用

は２０２０年にかけて大幅に増加すると見込んでいる。 

・今後、我が国においても再生可能エネルギーをヒートポンプ等に利用する研

究が進むものと推測されるため、メーカーとの意見交換等の情報収集を行い

ながら、地熱・地下水熱などを熱源としたヒートポンプなどを使った家庭用

途におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）等とのガス併用住

宅、産業用温水・蒸気や加熱・加温用空気の予熱用の産業用ＬＰガスシステ

ム等の実現に取り組む。 

   図３０【ヒートポンプ】 

 

３．ハイブリッド、プラグインハイブリッド、水素供給インフラへの対応 

・ＬＰガス仕様のハイブリッド、プラグインハイブリッド車はＣＯ２排出量削
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減により有効である。 

・ＬＰＧハイブリッド車等の次世代自動車生産体制は、ユーザーニーズに沿っ

た数種のＬＰＧハイブリッド車が生産されるよう自動車メーカーへ働きかけ

ていく必要がある。 

・そのために国内外の自動車メーカーの技術開発情報等を的確に把握し、ユー

ザーにとって更に魅力あるＬＰＧ車が選択メニューに入るよう普及に向けた

取組みを行っていく。 

・最先端の自動車（電気自動車や燃料電池自動車）の急速充電器等の標準規格

についても今後幅広く情報収集を行い、動向を注視していく必要がある。 

・併せて、近年のクリーンディーゼルトラックのＬＰガス混焼燃料の開発・導

入を積極的に推進するとともに、都市間輸送を行う長距離トラックを対象に

したＬＰガス混焼燃料の技術開発やそれに伴うＬＰガス燃料の供給インフラ

の整備等、諸課題への対応を支援する。そして、トラック業界等を通じた普

及促進に積極的に取り組むことで運輸部門でのＬＰガスの需要量を拡大させ

る。 

・「水素・燃料電池戦略ロードマップ」によると燃料電池自動車に関しては２０

３０年に２００万台の普及を仮定している。今後、燃料電池自動車の普及に

伴う水素供給スタンドの建設ラッシュが見込まれ、燃料となる水素について

は原油随伴ガス等から製造することが将来的なコストと賦存量の両面から有

望視されている。 

・これらの取組みを受け、ＬＰガスもその一翼を担うべく分散型エネルギーと

しての強みを生かしたオンサイト型スタンドの建設、水素キャリア用のＬＰ

ガスの供給サプライチェーンの構築等に向けた積極的な情報収集、効率的な

改質技術の開発等の実現に向けた側面的な支援等を行っていく。  

【ＬＰＧ車の次世代化】（図２５－３．４参照） 

 

４．ＬＰガスの高度利用システム 

・国は、電気に熱、再生可能エネルギー、廃熱・太陽熱など未利用エネルギー

を組み合わせた総合的なエネルギーネットワーク（「スマートエネルギーネッ

トワーク」）を考えており、ＬＰガスがその一翼を担えるよう検討を行う。そ

のために将来の「スマートハウス」において、ＬＰガスから発生する熱と電

気の効率的な利用と通信手段としてのスマートメーターの検討を行う。 

・家庭用分野においては、自動検針・配送の効率化や高度保安に対応した集中

監視システムを６００万軒以上設置しており、すでに集中監視の主要機器で

あるメーターは超音波メーターが開発されている。 

・集中監視システムの一層の普及拡大と需要家のガス利用の継続の為に自治体
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やコミュニティ等と連携した集中監視システムを活用した見守りサービス・

生活支援サービスの実現・普及方法について実際に具体的な提案に結び付け

るための調査・研究を行う。 

 図３１【スマートエネルギーネットワーク】 

図３２【スマートハウス】 

・商業用・産業用需要家に関しては、ＬＰガスを利用している工業団地等で、

排熱を近隣の需要家で再利用するため追加過熱などを施したシステムの検討

を実施する。 

・それらのために、通信ハードウェア技術、家庭内/建物内センサーネットワー

ク（全機器間通信）、マイクロセンシング技術、予測技術等の技術開発に加え、

コジェネシステムや太陽光発電等の再生可能エネルギーとの連携技術、電

気・熱などのエネルギー利用最適化・評価技術、蓄熱・電力貯蔵のための基

礎技術開発動向を的確に把握し、必要に応じて政府の支援を得て、研究開発

を行っていく。 
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取組方針３. ＬＰガスの供給安定性確保 

１. エネルギーセキュリティーの向上に向けた取組み 

（１）供給ソースの多様化  

・日本への主要な供給元である中東地域において、近年カタール、アブダビ

における天然ガス随伴のＬＰガス増産による輸入が増加する一方サウジア

ラビアへの依存度が相対的に低下している。このような中東地域内での分

散化傾向は今後も継続すると見込まれる。安定供給・供給の効率化の観点

から、今後とも域内の新規プロジェクトだけでなく、既存のＬＰガス生産

プロジェクトも含め動向を調査・検討していく。 

・供給ソースの多様化として特に米国からの輸入が近年飛躍的に伸びており、

２０１４年度においてはカタール、アブダビに次ぐ約２００万トンの実績

があり、輸入量全体の約１７％に相当する。更に、２０１６年のパナマ運

河の拡幅工事完了により引き継続き輸入量の拡大が見込まれる。米国のみ

ならず、オセアニアなど環太平洋を中心とした非在来型資源開発や洋上天

然ガス液化開発プロジェクトからのＬＰガス生産等の可能性などを積極的

に調査し、供給ソースの多様化と安定化に繋げる。 

   図３３【供給ソースの多様化】 

・また、ＬＰガスの需給に影響を与える石油化学分野の世界的動向も調査・

検討していく。 

 

（２） 産ガス国・消費国との関係強化 

・エネルギーが国際的な戦略物質という認識は、非化石エネルギー重視の時

代にも欠かせない。こうした認識をエネルギー産業関係者が再確認し産ガ

ス国との関係強化はもとより、消費国との関係構築も我が国へのＬＰガス

供給セキュリティー向上にとって重要である。特に近年東アジアの途上国

を中心に安全・環境の面からＬＰガス需要が拡大する傾向にあるため、こ

れらの諸国との関係強化の重要性が高まっていく。 

・エルピーガス振興センターが毎年開催している「ＬＰガス国際セミナー」

において、産ガス国と消費国の対話等、これらコミュニケーション活動の

重要性は今後益々高まる。当協会としても重要な国際会合の場と認識し、

今後も協力・支援を継続して行く。 

図３４【ＬＰガス国際セミナー】 

・途上国においては、日本が蓄積してきたＬＰガス事業に関する安全対策、

高効率消費機器、インフラ整備等のノウハウ・技術を紹介し、また導入支

援することにより積極的に関係構築を行っていく。 
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（３）品質の安定化 

・ＬＰガスに対する品質要求は、日々高まる環境面からの要請、使用機器の

高度化によって、多方面で厳しさを増している。 

・品質の維持、改善のためには、日本ＬＰガス協会で進めているＬＰガス中

の水銀、硫黄分、残渣分調査等を継続することで過去から蓄積した品質  

変化をタイムリーに把握すると同時に、産ガス国・製油所にフィードバッ

クすることにより品質の安定化に必要な改善要請を行う。 

・会員各社及び各輸入基地・二次基地間における品質管理に関する積極的な

情報交換の場として、品質講習会等の開催を定期的に行い、品質管理全般

に関する要望事項等の収集及び日本ＬＰガス協会としての対応について 

検討する。 

・また、世界ＬＰガス協会との連携等により、世界各国における品質管理  

方法に関する情報収集や、世界的にＬＰガスの品質情報を共有することに

努める。 

・国内・外における化学物質関連規制法に基づく、定期的な含有物質の調査実施

を検討する。 

・分析法の高精度化、簡便化にも対応し、新分析法の協会規格化、ＪＩＳ化

に加え、ＩＳＯへの積極的な規格提案を進める。 

 ・今後、更なる供給ソースの多様化に伴い、新規ソースの品質の安定化対応

のため、品質管理の体系化等の検討を適宜実施する。 

 

２．ＬＰガス備蓄の在り方  

（１）石油備蓄法の改正 

・東日本大震災によって初めて国家備蓄ＬＰガスの放出（交換）が実施（２

０１１年４月４日）されたが、様々な問題点や課題が浮き彫りとなった。

国家備蓄ＬＰガス放出の課題検証と今後の国内災害時における備蓄ＬＰガ

スの有効活用について検討するとともにサプライチェーン全般の検証を行

った。 

・資源エネルギー庁では有識者を交えて「東日本大震災を踏まえた今後のＬ

Ｐガス安定供給の在り方に関する調査」「資源・燃料政策に関する有識者と

の意見交換会」「首都直下地震に係る首都中枢機能確保検討会」を開催し取

りまとめを行った。その中で、日本ＬＰガス協会は異常寒波など急激な需

要増に民間備蓄の一時的な軽減や災害時における都市ガスのバックアップ

として備蓄ＬＰガスの有効活用を提言した。 

・これらを踏まえ、「石油の備蓄の確保等に関する法律」が２０１２年９月に
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改正された。主な改正点は、 

① 法律の目的を供給途絶に加えて、国内災害時における安定供給とする、 

② 譲り渡しや貸し付けによる国家備蓄ＬＰガスの放出及び災害時の民間

備蓄の基準備蓄量の減少、 

③ 輸入事業者と一定規模以上の販売事業者を「特定石油ガス輸入事業者

等」として指定し、地域ごとに災害時石油ガス供給連携計画を共同で作

成する、 

ことなどが新たに追加された。石油ガス販売事業者とも連携して有効性の

高い連携計画の策定及び訓練を実施していく。 

・しかしながら、今回の改正では、これまで当協会が訴求してきた民間備蓄

軽減に係る要望が十分反映されたものとはいえない。民間企業による備蓄

は、石油備蓄法により１９８８年以降５０日を維持した上で流通在庫を確

保している。かつ各需要家や販売事業者・元売等が軒先在庫やランニング

在庫も保有しており、３０年近くエネルギー安全保障に貢献している。し

かし操業に通常必要とされる以上の在庫を民間備蓄として保有することに

よるコスト負担は大きく、他の競合エネルギー、特に備蓄義務のないＬＮ

Ｇなどと比べて価格面での競争力の低下を招いている。更に、備蓄量の在

庫評価により、各社の期間損益に多大な影響を与えている。 

・一方、総合エネルギー調査会 石油分科会石油部会 石油備蓄専門小委員

会報告書（２００５年８月）には「石油備蓄事業は、本来国家安全保障政

策であり、国が直接実施すべき性格のものである」と示されている。 

・また、総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会 石油・天然ガス小

委員会の中間報告書（２０１４年７月）には、民間備蓄の考え方として、「地

政学リスクの低い国からの新たな調達が行われることで、実質的に備蓄に

よらなくても必要量を確保できる蓋然性が高まることを踏まえ、石油備蓄

法に基づき５０日と定められた民間備蓄の基準量の見直しを検討する余地

が生まれる可能性がある。」「基準備蓄量を見直す場合には①有事の際に国

内に確実に供給できるだけの信頼できる体制や事業計画を事業者が策定し

ていること、②石油ガス輸入事業者の備蓄コストが減少する場合における

確実な流通価格への反映等が担保されることなどが前提となり、これらを

慎重に見極めて検討する。」と民間備蓄量低減に関し初めて記載された。 

・加えて同分科会の報告書（２０１５年７月）には、エネルギーリスク評価

指標（セキュリティインデックス）が盛り込まれ、ＬＰガスは「２０１２

年と２０１４年を比較すると、米国からのシェール随伴のＬＰガス調達増

加により我が国の調達リスクは一定程度改善した」と記載された。 

今後も地政学リスクの低い国からの新たな調達の実現や有事の際の確実な
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供給体制の構築、調達価格の低廉化と流通段階における価格の透明化を目

指し進めていく。 

・２０１２年度には、国家備蓄の地下２基地が完成し、現在２０１７年度の

１５０万トン体制をめざして国家備蓄の積上げを進めている。今後は、国

家備蓄の充実と供給ソースの多様化を踏まえ業界要望を実現するためのよ

り具体的な活動を進めていく。 

図３５【ＬＰガス備蓄等に関する要望内容】 

図３６【ＬＰガスの国家備蓄と民間備蓄】 

図３７【エネルギーリスク評価指標】 

 
（２）他国との協力 

・我が国へのＬＰガスの供給の安定を実現するために、今後ＬＰガスの需要

が最も増加する東アジアを始め、アジアパシフィック諸国との協力体制を

構築し、将来的には国家間の共同備蓄などの効率的運用に繋げるよう提言

していく。 

 

３．国内物流の効率化  

（１）輸入基地・二次基地 

・国内の基地については、会員または元売り各社の経営努力の結果、地域の

特性に応じて二次基地の統廃合が進められている。ＬＰガスは原油と異な

り最終製品の形態で貯蔵され、各社間でのバーター、スワップ取引などに

より効率的な体制がすでに構築されているが、より一層の安定供給への配

慮に努めていく。 

 

（２）国内輸送 

・国内輸送は、各社の合理化努力により、効率化が進んでいる。 

・しかし、改正省エネ法において、一定以上の規模を持つ事業者は中長期的

にみて年平均１％以上のエネルギー消費原単位又は電気需要平準化評価原

単位の低減が義務付けられており、今後も努力を継続していく。 

図３８【ＬＰガスの国内物流】 
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取組方針４. ＬＰガス産業の環境目標設定・達成等の努力 

１．環境自主行動の充実   

（１）低炭素社会実行計画の目標達成  

・ 日本ＬＰガス協会は、日本経済団体連合会及び経済産業省が実施する「環境

自主行動計画フォローアップ」に参画し、目標（２００８年度から２０１２

年度の輸入基地・二次基地における使用電力の平均消費原単位を１９９０年

度比▲７．０％削減）を達成した。 

・ また２０１２年にその続編となる「低炭素社会実行計画」を策定し、「ＬＰ

ガス輸入基地・二次基地におけるエネルギー使用量(系統電力消費量・原油

換算)を、２０１０年度比５％削減する」という目標を設定し、活動を継続

している。 

 一方、２０１４年９月に低炭素社会実行計画 PhaseⅡとして、2030 年の目標

「LP ガス輸入基地・二次基地におけるエネルギー使用量(系統電力消費量・

原油換算)を、2010 年度比 9％削減」を設定し、更に長期的な目標管理を求

められている。 

今後の方針として、外部環境の変化に応じて柔軟に目標の見直しを行うとと

もに、特に輸入基地における電力消費量の削減策について、外部調査機関と

の連携等を図りながら継続的に検討を行いながら、２０２０年及び２０３０

年の目標達成を目指す。 

図３９【低炭素社会実行計画の概要】 

図４０【低炭素社会実行計画ＰｈａｓｅⅡ（２０３０年目標）の概要】 

 

（２）環境特性を活かした地球温暖化対策への貢献 

・ ＬＰガス産業としては、ＬＰガスのＣＯ２排出原単位が低い環境特性を活か

し地球温暖化対策への貢献を図る。それにより２０３０年時点で２０１３年

度に比較してＣＯ２を約１，０３０万ｔ削減することで、省エネ・節電・省

ＣＯ２化に向け貢献する。 

・ 今後の課題として、国内排出量取引制度や国内クレジット制度の活用等につ

いても必要に応じて検討する。 

 

（３）環境コミュニケーションの取組み 

・ 会員企業独自の取組みとして、現在森林保全活動やゼロエミッション活動な

どの地球環境貢献活動、地域環境貢献活動や環境教育活動などの社会環境貢

献活動を行っている。引き続きこうした環境コミュニケーション活動の充実

に努めていく。 
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取組方針５. 保安体制の強化と災害時の対応 

１．平時 

（１）輸入基地、二次基地の安全確保    

・２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災を契機として、２０１３年１１

月に高圧ガス設備等耐震設計基準が改正（２０１４年１月施行）され、鋼管ブ

レースを有する球形貯槽の耐震性の向上（評価・補強）が要請された。また、

２０１４年３月の産業構造審議会保安分科会報告書「産業保安分野における大

規模地震等対策について」をもとに、２０１４年５月には都道府県知事宛てに

既存高圧ガス設備のうち重要度Ⅰａ及びⅠに該当する高圧ガス設備について、

耐震性の評価や必要な場合には耐震強化に取り組むよう要請がなされた。首都

直下地震や南海トラフ地震等も視野に入れつつ、ＬＰガス業界として対応方針

を策定し、対応を行っていく。 

・また、産業事故対策検討のため、内閣官房の主導のもと総務省消防庁、厚生

労働省及び経済産業省が参画して「石油コンビナート等における災害防止対

策検討関係省庁連絡会議」が設置され、２０１４年５月に報告書が取りまと

められた。 

・本報告書で求められた「日本ＬＰガス協会版・産業保安に関する自主行動計

画」を基に、自主保安の推進を図り、点検・検査等により設備状態を確認・

把握し、各事業所においては点検・検査等の結果に基づき、中長期の維持管

理計画を立てて必要な修理・補修を行うことにより安全確保を図る必要があ

る。 

・従って、ＬＰガス産業においては、維持管理方法の更なる高度化及び検査技

術の開発・向上に取り組み、老朽化等に対する会員各社の予防保全の支援を

行っていく。 

 

（２）保安法等の抜本的検討     

① 規制法律の整合化 

・産業構造審議会保安分科会・液化石油ガス小委員会においては、「都市ガス及

び液化石油ガスに係る需要家保安の維持・向上を図りつつ、ガス事業法及び

液化石油ガス法における規制・保安体系やこれまでの保安対策に留意しつつ、

可能な限り両法の規制の整合化を図るとともに、技術の進展、事故状況等を

踏まえた規制の合理化を行うのが適当である。」とされたことから、ガス事業

法と液化石油ガス法の整合化に関して、課題を整理するとともに提言を行う。 

 

② ＬＰガス関係法基準の在り方の検討 
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・時代の変遷に伴い、技術の進歩や市場・国際的潮流の変化等、産業保安を取

り巻く環境は大きく変化している。 

・ 産業構造審議会保安分科会においても、「自主保安の高度化を促す規制へ」、

「新技術・新市場の出現・普及に円滑に対応する規制へ」及び「規制に係る

コストの最小化」の３つの観点から、産業保安５法（高圧ガス保安法、液化

石油ガス法、火薬類取締法、電気事業法、ガス事業法）について、技術基準

等を全面的に見直す、いわゆる「産業保安規制のスマート化」が予定されて

いる。 

・現行高圧ガス保安法及び液化石油ガス法は、１９９７年に抜本改正され既に

１０年以上が経過したことから、現状の法運用状況を調査・確認して問題点

の抽出・把握を行い、今後の法規制の在り方について検討を行う。 

・特に液化石油ガス法においては、質量販売の規制・認定販売事業者制度等幾

つかの規制において、現状の実態に適さない基準もあり、十分な検討を行い、

行政へ働きかける。 

・またガソリンスタンドとＬＰガススタンドの併設に関し、消防法との関係を

整理し、ガソリンスタンドへのＬＰガススタンド併設を導入しやすくするよ

う検討し、行政へ働きかける。 

 

（３）その他の安全確保への取組み 

・ ２０１５年から発売が開始されたＬＰガス用ＦＲＰ容器は爆発の危険性が無

いため安全で美観に優れ、軽量、錆びない等の優れた特徴がある一方、質量

販売による普及が主であることから、消費者事故の防止、容器管理等の取組

み推進が重要である。 

・ また１９９７年から普及が始まったバルク貯槽の初回の検査期間は製造後２

０年と定められており、２０１７年から本格的に検査が始まる。 

・ ＬＰガス業界として、バルク貯槽の安全で円滑な検査実施のための諸課題に

ついて対応を行っていく。 

 

２．災害時 

（１）災害対応の強化 

・東日本大震災により分散型エネルギーであるＬＰガスは災害に強いことが実

証された。国からは輸入基地から充填所に至るＬＰガスサプライチェーンの

より一層の災害対応強化策が示され、補助事業により移動式電源車及び受電

設備の整備、緊急時の通信確保として衛星電話配備、代替基地からのローリ

ー出荷を迅速に行えるようタンクローリー情報管理システム整備が行われた。

また、改正備蓄法にある災害時石油ガス供給連携計画の推進のため中核充填
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所などの整備も補助支援などを通じて実施された。 

図４１【移動式電源車と受電設備基地】 

・２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画（第四次）において、

ＬＰガスは「災害時にはエネルギー供給の“最後の砦”」と位置付けが明記さ

れている。消費者が災害時にすぐにＬＰガスを使用するためには、平時から

常時利用することが不可欠であり、それに備えた体制の構築に努める一方、

より実効性を高めるよう国・関係機関への提案を継続していく。 

・輸入基地・二次基地間の連絡体制の迅速化、元売間の相互支援協定の実効性

強化により地震など自然災害対策を継続し、災害に強いＬＰガスの特長を広

くアピールしていく。 

・また、新型インフルエンザ等の対策について政府は「新型インフルエンザ等

特別措置法」を２０１３年４月に施行した。この対応として、ＬＰガス事業

者の位置付けと求められる役割を明らかにし、情報収集に努めるとともに社

会機能維持に必要な法令の弾力的運用などを政府に申し入れた。パンデミッ

ク時のワクチン接種については、元売会社・一次基地・二次基地・充てん所・

オートガススタンドへのワクチン配布は見込まれているものの十分な量とは

言えない状況であり、特に中核充てん所分としての追加配布は想定されてい

ない。更にＬＰガスのサプライチェーン全体では販売事業者や物流関係者の

ワクチンが接種対象に含まれておらず、業界としての課題は残っている。今

後とも、各流通段階で最終製品であるＬＰガスの在庫を保有するという特長

を活かして最終生命線たる安定供給体制を担保するべく活動していく。 

 

（２）行政・他団体との連携  

・ 日本ＬＰガス団体協議会を通じて、全国ＬＰガス協会、日本ガス協会などの

団体との連携、国・地方自治体の補助支援を得つつ、災害対応バルクなどの

被災地での社会機能維持に有効な手段の普及を拡大していくと共に、一般消

費者へのアピールを継続していく。 

図４２【公的避難所等への災害対応バルクシステムの設置】 

・ 国土強靭化基本計画における、災害時でも機能不全に陥らない社会システム

を平時から構築するため、全世帯が常時使用可能なＦＲＰ容器等の利用等、

ＬＰガス供給の技術的、経済的面での最適な在り方を検討し、具体化させて

いく。  

図４３【ＬＰガスの災害時緊急支援体制】 
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取組方針６. 次世代に向けた事業領域の拡大 

１. ガス体エネルギーとしての新しい位置づけの維持・強化  

・２００９年に入り、非化石エネルギーの導入利用の促進等を図るため、代

エネ法の抜本的改正及びエネルギー供給構造高度化法の制定が行われた。

ＬＰガスは同法において、化石燃料として石油、可燃性天然ガス、石炭と

同列で定義付けられた。ＬＰガス産業は低炭素社会実現に向けて貢献する

ことが求められている。 

・ＬＰガス産業が低炭素社会実現に向けて積極的に取り組んでいくにあたっ

て、ＬＰガスに係わる諸制度等がＬＰガスを取扱う民間企業の健全な競争

力の確保や新規技術開発等への投資についてその意欲が阻害されることの

ないようにする必要がある。２０１４年４月に閣議決定された第四次エネ

ルギー基本計画において、ＬＰガスは独立した一次エネルギーとして明確

な位置付けがなされた。引き続き、税制、法的規制、政策的支援などを含

め、あらゆる面でガス体エネルギーとして明確に位置づけられるよう国に

求めていく。 

 

２．新たな可能性の調査・検討  

（１） メタンハイドレートを原料としたＤＭＥやＬＰガスの合成 

・ＬＰガスは家庭用、産業用等の分野で一般的に利用されるガス体エネルギ

ーとしては最も高カロリーで、単位容積当たりのエネルギー密度も高い。

また導管や送電線などのインフラも必要としない。 

・現状ＬＰガスは石油・天然ガス随伴として生産されているが、将来的には

我が国近海に多量に賦存しているメタンハイドレートからＤＭＥやＬＰガ

スを合成して提供することも可能と考えられる。 

・メタンハイドレートの開発は主に都市ガス利用と一般的に考えられている

が、将来メタンハイドレートを原料としたＤＭＥやＬＰガスの合成につい

ても可能性検討を行う。 

図４４－１【メタンハイドレート】 

図４４－２【国内資源開発】 

 

３．スマートハウス、スマートコミュニティーの提案 

・東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故は戦後３度目と言われ

る大きな変革を「望ましいエネルギーミックス」という形でエネルギー産

業に求める中、電気や熱のエリア内での融通をスマートメーター、テレメ

ータリングシステム等の要素技術を活用し、スマートに組み込むための調
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査・研究を行い、その具現化を図る。現在、スマートハウス研究会では、

Ｕバス超音波メータを利用したＬＰガス版ＨＥＭＳを検討している。器具

別の「見える化サービス」、各種問合せ、注文受付サービス等需要家との接

点を増やす活動を行う。 

そして環境に優しい分散型エネルギーとしてのＬＰガスと再生可能エネル

ギーを融合させ、燃料電池やＣＨＰ、ＧＨＰ等の高効率機器を活用しつつ、

エネルギーの見える化、省エネ化により真に「望ましいエネルギーミック

ス」をスマートハウス・スマートコミュニティーの形で需要家に提供する。 

 

４．次世代エネルギー・社会システムへの対応   

・国は、「エネルギーの規制緩和や燃料電池を含むコージェネレーションの普

及等により、各エネルギー間の垣根が低くなってきたこと、また、低炭素社

会実現に向けて大きく舵を切ったことで、太陽電池、定置型蓄電池などが開

発、普及されると同時に、それらを最適にマネージメントできる情報通信技

術なども著しい進展を遂げていること、これらによりスマートグリッドを始

めとし、スマートエネルギーネットワークを含む｢次世代エネルギー・社会

システム｣を提唱し、その実証に取り組もうとしている。その中で、「電気・

ガス・石油といった従来の枠組みを超えたエネルギー産業の構造、その果た

す役割が重要」としており、ＬＰガス産業としてもそのネットワークの中で、

ＬＰガス及びＬＰガス産業としての特長を活かし、次世代エネルギー・社会

システムの一翼を担えるようその将来像について検討する。 

図４５【次世代エネルギー・社会システムの実証】 

・今後、「次世代エネルギー・社会システム構築に向け、産業、住民、自治体

など、地域が一体となって取組みを行っていくことが必要」とされている。

そのような中、我が国では少子高齢化が一段と進み、地方行政サービスのコ

スト負担は増加が見込まれる。このような状況では住民サービスはアウトソ

ーシング化によるコスト軽減が求められることに繋がっていく。このような

アウトソーシングの受け皿を考えるとき、ＬＰガス産業は最適なポジション

にあると考えられる。 

・ＬＰガス産業は今後人口減少と対峙していくことになるが、将来の発展を

期すためにはＬＰガス産業の持つ経営資源である 

■ 定期的に顧客を訪問している（配送・検針・集金・点検など） 

■ 既に大規模な集中監視システムを設置している 

（自動検針・配送効率・高度保安を目的に６００万軒以上） 

■ 顧客の生活実態を把握している（家族構成・住宅・機器の状況など） 

■ 地元密着型事業である（街づくり・道路・地域セキュリティーなど） 
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  などを活かして自治体等と連携し、各種住民サービスなどを面的に提供す

ることがあげられる。 

・このように、ＬＰガス産業は、燃料サプライヤーではあるが、自治体と一

体になり、準公益的な機能を、国土の大半をカバーするエリアで、余すこ

となく発揮し、「次世代エネルギー・社会システム」構築に貢献できる可能

性を内包している。 

・従ってこのような受け皿になるためには、地域社会に貢献できる人材の積

極的な育成及び情報通信技術の開発を行うことが必要であり、これらの可

能性について検討を進めていく。  
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Ⅴ．終わりに  

・我が国は戦後続いた体制が大きく変化の時を迎え、政治・経済など多方面に

わたって従来型と呼ばれる様々な制度・仕組みに加え、地球規模での省エネ・

省ＣＯ２化問題への対応に見られるように、暮らしや国民の考え方そのもの

までもが大きく変わろうとしている。 

・このような時代にあって、ＬＰガス産業は５０余年にわたってエネルギー政

策の一翼を担い、国民の豊かな暮らしと産業界の発展をエネルギー供給で下

支えしてきた。しかし、近年のＬＰガス産業を取り巻く環境はかつてないほ

ど厳しく、発展期に見られた「上げ潮的様相」は姿を消し、足下では競合エ

ネルギーとの戦いが激烈を極めている。 

・ その様な環境のもとで発生した、２０１１年の震災及び原発事故は我が国に

とって、最大の試練とともに大きな転機をもたらした。 

・ 電力、ガス、石油など各種エネルギーのサプライチェーンは被害を受けた為、

供給が再開して安定するまでの間、社会に大きな影響を及ぼした。ＬＰガス

は一時的にサプライチェーンが滞ることがあったが、ＬＰガス事業者による

サプライチェーン確保の努力に加え、ＬＰガスは容器による軒下在庫がある

ため、消費者のＬＰガス利用は途切れることなく継続した。 

・ また避難所や仮設住宅へのＬＰガス供給、ＬＰＧ車などによる人や物資の輸

送など、ＬＰガスはこうした未曽有の大災害にあって、分散型エネルギーと

しての特性を遺憾なく発揮し、エネルギーとしての役割を十分に果たすこと

が出来た。 

・ 一方、安定供給に向けた輸入基地、充填所の機能強化や、ＬＰガス国家備蓄

の災害時活用に向けた法整備など、課題も明らかになったため、国と連携し

ＬＰガスの供給機能強化に繋がる体制を整えていくこととしている。 

・ また需要家が「望ましいエネルギーミックス」を選択できるよう、マイコン

メーター、テレメータリングシステム等が組み込まれた新しいエネルギー供

給システムにより、供給・消費段階でのエネルギーの見える化を行うなど、

きめ細かな情報・ノウハウの提供（消費機器の特定、柔軟な料金体系の構築、

集中監視システム、災害時の情報収集能力強化など）等を行っていく事が求

められる。 

・ これらの事より、将来起こり得る首都直下型地震や東南海地震等をも視野に

入れて考えるとき、ＬＰガス産業の果たすべき役割がより明確になったと言

える。 

・ 今後発生する社会変化要因等をもとに将来のＬＰガス産業の姿を俯瞰すると、

「長期エネルギー需給見通し」や「石油製品需要見通し」のＬＰガスに対す

る評価を上回る発展性や環境貢献性などが存在し、ＬＰガス産業発展の大き
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な可能性が存在していることを認識できる。 

・しかし、ＬＰガス産業のこうした発展的な将来像は過去５０年の実績と評価

の延長線上にはなく、課題解決に向けた大胆な発想の転換と具現化のための

周到な計画・取組みとともに、ＬＰガス産業と利用者である産業界・経済界

や国民的支持が合致することが必要である。 

・２０３０年に向けた、本「中長期展望」は、過去のＬＰガス産業が発展の過

程で目指した「提案型サプライヤー」の立場からから大きく踏み出して言及

している。 

・電気事業法・ガス事業法等の改正に端を発するエネルギー市場自由化の進展

は、エネルギー業界に更なる激変をもたらす可能性があり、ＬＰガス産業は

本中長期展望に掲げた取組みを、スピード感を持って確実に実行する必要が

ある。 

・ＬＰガス産業は、本中長期展望の実現に向け、自らの努力はもとより行政か

らの支援や産業界からの協力など各界の理解と支持を得ながら省エネ・節

電・省ＣＯ２化に貢献していく。 

図４６－１、２【ＬＰガス産業の中長期展望（第二回改定）まとめ－１、２】 

 

                 ２０１２年３月２１日 （第一回改定） 

２０１５年１１月４日 （第二回改定） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

資料集（図１～図４６） 
 



図１【代エネ法改正とエネルギー供給構造高度化法】

1出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 総合部会 基本計画委員会（第一回会合）

LPガス（Liquefied Petroleum Gas）は、化石燃料の中では炭素数が少なくクリーンなエネル
ギー。常温常圧では気体のガス体エネルギーで、天然ガスと比べると容易に液化し、体積を
圧縮させることができる。

・ＬＣＩ分析によるＣＯ２排出係数比較で、
（ ＬＰガス1.00 都市ガス0.96 ）と
ＬＰガ スは都市ガスとほぼ同じ数値の
クリーンな燃料。
・硫黄や窒素などを含まず、排気ガスが
クリーン また、ススや灰分を出さない。

・都市部から離島部・山間部まで都市ガスのインフラが及んで
いないエリアをカバーし、全国の半数の世帯で使用。

・設置や復旧が容易な分散型エネルギー。
・被災地での緊急炊き出し、仮設住宅への熱源供給、
ＬＰＧ車による人員・物資の輸送などの対応が可能。

（LCI分析）
排出原単位
(g-CO2/MJ)

指数

石油 ７３．９８ １．１３

石炭 ９４．９８ １．４５

ＬＮＧ ６１．５７ ０．９４

都市ガス ６２．９４ ０．９６

ＬＰガス ６５，７１ １．００

１）クリーンエネルギー

２）可搬性のある分散型エネルギー

３）災害に強い

※ＬＣ Ｉ分析
（ライフ サイクル インベントリ）分析）

各エネルギーの原産地から受入・生産基地
を経て、消費者に消費されるまでの過程全
体のＣＯ２排出量を分析する方法。

出典：２００９年９月「ＬＰガスの環境側面の
評価ーＬＣＡ分析ー」日本工業大学
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図２【基本問題委員会 第12回（２０１２年２月１４日）ヒアリングにおける発言趣旨】



供給基地の被災・代替供給

秋田ターミナル

新潟ガスターミナル（輸入基地）

青森製造所（輸入基地）

八戸基地

小名浜ＬＰＧターミナル

鹿島輸入基地（輸入基地）

川崎ＬＰＧ基地
市川基地

鹿島液化ガス共同備蓄
（輸入・国備基地）

被害なし

震災後、復旧

出荷・受入不可

国家石油ガス備蓄の放出（交換）

仙台ガスターミナル
（輸入基地）

○東日本大震災時に被災した仙台ガスターミナルに代わる供給として、東北や関東の基地
からローリーにてＬＰガスを輸送し、供給を維持。
○LPガスは、最終製品の形態で貯蔵。また、国家石油ガス備蓄基地は、民間基地に隣接
しているため、民間基地 の出荷設備を活用可能。この特徴を活かして、供給不安に効果
的に対応。

（国）

神栖国家石油
ガス備蓄基地

配管による
移送

（民間）

鹿島液化ガス
共同備蓄（株）← 隣接 →

東北・関東
方面へ配送

１．国家備蓄基地のLPガスを隣接する民間企業に放出

震災後の４月４日から国家備蓄ＬＰガス（プロパンガス）を隣接する鹿島液化ガス共同備蓄㈱へ放出（民間在庫との交換）

※被災地域へのＬＰガス安定供給確保に貢献し、災害時における国家備蓄放出の役割の重要性を実証。
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図２【基本問題委員会 第12回（２０１２年２月１４日）ヒアリングにおける発言趣旨】

LPガス中核充填所

都市ガス供給エリア

都市ガス
ガスパイプライン損傷

避難所 役所･病院など移動式ガス発生設備 （プロパン１３Ａ) 4

軒下に５０ｋｇの
ガスボンベ

岩手県 ８８％

宮城県 ６４％

福島県 ８０％

埼玉県 ４８％

千葉県 ３２％

神奈川県 ３０％

東京都 ９％

①【軒下在庫】：家庭の横にはボンベにて通常２本設置され、軒下在庫とし
て平均１ヵ月以上使用可能で、ユーザーに安心感
②【迅速な復旧】：個別供給するＬＰガスは、１戸単位での迅速な復旧が可能
③【炊き出しへの活用】：被災初動時に地域の公民館
などで暖房・炊き出し用熱源として利用され、被災者
の生活の維持に有効
※今後の災害に備えるためにも、公的避難所等へ予め災害バルク

システム等を設置していく事が重要

④【ＬＰＧ車の活躍】：今回の震災でガソリンなどが不足し
代わってＬＰＧ車がその代替機能を果たした
⑤【都市ガスへのバックアップ】：東日本大震災時に移動式ガス発生装置を
活用し、都市ガス供給だった病院、避難所等にＬＰガスを供給
※ＬＰガスに空気を加え都市ガス消費機器でも利用可能とする設備

ＬＰガス消費世帯
の県内全世帯数
に占める比率（Ｈ
２２年３月末）

LPガスは分散型エネルギーとして導管に依存せず、ボンベによる供給であることから、災害

時に電力・都市ガスのライン供給が分断された場合にも、次のように有効に利用が可能。

図２【基本問題委員会 第12回（２０１２年２月１４日）ヒアリングにおける発言趣旨】



「東日本大震災を踏まえた今後のＬＰガス安定供給の在り方」に関する調査」2011年10月20日
「被災地における住民のエネルギー利用」 全国地域婦人団体連絡協議会資料より

■論点
・大規模災害では被災直後からの、命を守り・維持する活動が決定的に重要であること。
（数日は外部からの支援がほぼ期待出来ない状態の中、住民とそこにある食材・機材・エネルギーだけでしのぐしかないという生々しい

事実。また、長期に渡り支援が十分には来なかった地域や避難所、家庭が非常に多くあった現実）

・住民同士の救助活動・避難後、当日もしくは翌朝早くから実施されていた炊き出しや食材・エネルギー

の調達によって、多くの命と健康が守られた事実。

・直後から使用できたエネルギーはＬＰガスのみで（農家が多い地域では自家発電機も活躍）これが無

かった場合、食事に関しては被災地全域で窮したと考えられるような、数々の事例。

・隣接地域同士の相互扶助活動も活発に行われており、その主なものの一つが食事の支援。

【宮城県・南三陸町】 歌津地区の一部では、津波から生き延びた地域住民が助け合いつつ山越えをし、一番早く石泉地区の地域活性
化センターにたどりついた歌津地区婦防のリーダーが、住民にお願いしてセンターを開けてもらい避難所とする。同地区の被災者150人に

なるが、その日の夜から、歌津地区の婦防クラブ員は自分達の炊き出しはもちろん、町役場の要請により、町内の大規模避難所に配るお
にぎりを1200個作り提供。これを4日間実施した。炊き出しは、センターのＬＰガスによる調理設備が全く無傷だったためこれを利用。・・・・・

【岩手県・旧藤澤町】 ・・・停電が続く中、地区婦人消防協力隊の女性たちは集会所で、当日夜からＬＰガスで3日間炊き出しをし、高齢
者を中心に40世帯を支援した。・・・・・

【岩手県・山田町】 岩手県山田町の某地区では、地区の一部が津波の被害を受けて犠牲者を出しながらも、ずぶぬれになった人たち
の介抱などもしつつ、その日の内に地域婦人会が中心となって地区防災センターで、沢の水と持ち寄った食材で、ＬＰガスの調理設備を
使って炊き出しを開始。・・・・・

【宮城県・仙台市】 都市ガス地域の中にある、ＬＰガスが供給されている集合住宅（3階建・約70世帯）に住み、生後半年の乳児を持つ
ＮＰＯスタッフは、避難所で家族とともに一週間過ごす。住宅のガスボンベは鎖が飛び倒れたが、4日目にガス事業者の点検があり、5日
目にはお風呂にも入ることができ助かった、と話す。
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（ＬＰガスの視点から）

⑦国家備蓄の役割・見直し （災害対応機能の目的化）
⑧コジェネ等の自立運転化
⑨公的避難所等への災害バルクシステム等の設置
⑩輸送用燃料の多様化

⑥噴射方式先進型ＬＰＧ車の普及促進（ＬＰＧ車）

①電気とガスの役割分担
（調理や給湯などガスで出来る事はガスで行う）

②燃料転換の促進
（化石燃料の徹底した効率的利用による節電及び低ＣＯ２化）
（電気多消費型炉からの転換による節電）

③ＧＨＰの普及促進 （電力負荷の平準化（ピークカット）及び省ＣＯ２）

望ましい
エネルギーミックス

⑤再生可能エネルギーとの共生

④分散型電源の普及促進
（家庭用燃料電池・業務用、産業用コジェネ等）

４．原子力発電へ
の依存度を出来
る限り低減

１．省エネ・節電
対策を抜本的
に強化

３．化石燃料の
クリーン利用

２．再生可能エネ
ルギーの最大限
加速化

スマート メーターの早
期普及等 （民生部門）

使用最大時の電力需要
の抑制（ピークカット）

（１）最先端の省エネ社会の実現

多様なエネルギー源を最大効率で活用
（災害にも強い石油製品の供給体制構築）等
多様なエネルギー源を最大効率で活用

（災害にも強い石油製品の供給体制構築）等
再生可能エネルギー・コジェ
ネ・自家発等の最大活用

（２）分散型の次世代エネルギーシステムの実現

望ましいエネルギーミックスを効果的に実現させるための改革の方向性

【ＬＰガス】都市部から離島部・山間部まで都市ガスのインフラが及んで
いないエリアをカバーし、全国の半数の世帯で使用。 ＬＰガスはガス体
エネルギーとして、都市ガスと連携してこれらの課題に対応。

（公的機関におけるＬＰＧ車の導入による
リスクの分散） 6

図２【基本問題委員会 第12回（２０１２年２月１４日）ヒアリングにおける発言趣旨】



図３【長期エネルギー需給見通し（平成２７年７月決定）】

7

出所：長期エネルギー需給見通し小委員会 第１１回会合資料
（平成２７年７月１６日）

8

図４【長期エネルギー需給見通し（平成２７年７月決定）】

出所：長期エネルギー需給見通し小委員会 第１１回会合資料
（平成２７年７月１６日）



図５ 【ＬＰガス供給ソースの推移】
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2,000
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8,000

10,000
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16,000

合計 サウジアラビア クウェート イラン

UAE カタール オーストラリア アメリカ

国別輸入数量推移(1965～2014年度)(千トン・国別)

出典：日本LPガス協会
9

(千トン・合計)

産ガス・産油国

輸入基地 製油所等

出 荷

23.5％76.5％

図６【ＬＰガスの供給状況】

10

2005年度 2014年度 14/05
年比

数 量 構成比 数 量 構成比

カタール 1,262 9.0% 3,105 27.0% 246.0%

アラブ首長国連邦 3,428 24.3% 2,464 21.4% 71.9%

サウジアラビア 5,405 38.4% 1,310 11.4% 24.2%

その他 1,873 13.3% 1,395 12.1% 74.5%

中東計 11,968 85.0% 8,274 71.9% 69.1%

米国 33 0.2% 1,991 17.3% 6033.3%

オーストラリア 1,084 7.7% 534 4.6% 49.3%

東ティモール 24 0.2% 285 2.5% 1187.5%

その他 974 6.9% 427 3.7% 43.8%

中東以外計 2,115 15.0% 3,237 28.1% 153.0%

総 計 14,083 11,511 81.7%

単位：千トン

原油LPガス

供給フロー図 国別輸入数量
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図7-1【天然ガス随伴のLPガス生産とシェールガス、CBMなど非在来型天然ガス開発】

米国の天然ガス処理施設における副産物生産量の推移 非在来型資源の分布イメージ

出典：EIA ホームページ

単位：千b/d

天然ガソリン
ブタン

プロパン

エタン

世界のLPガス生産は、原油随伴から天然ガス随伴へと移行した。
天然ガス随伴のLPガス生産

通常の油田･ガス田以外から生産される天然ガス。
すでに一部では商業生産が行われているもの(タイトサンドガス、炭層メタン、バイオマスガス、シェールガス)
および今後商業生産が期待されるもの(メタンハイドレート、地球深層ガスなど)を含む。
（JOGMEC 石油・天然ガス用語辞典より抜粋）

非在来型天然ガス

非在来型天然ガスの一種で、在来型との違いは貯留層が砂岩でなく、泥岩である点にある。
泥岩の中で特に固く、薄片状に剝がれやすい性質をもつシェール(頁岩)に含まれることから、シェールガスと呼ばれる。
米国における非在来型天然ガスの生産において、タイトサンドガス、コール･ベッド･メタンに次ぎ第３位である。
シェールガスの原始埋蔵量は極めて大きく、米国で数百から1,000、世界では数千tcf(兆立方フィート)との
推定がある。（JOGMEC 石油・天然ガス用語辞典より抜粋）

シェールガス：泥岩に含まれる天然ガス

石炭の生成過程で生じ、地下の石炭層(またはその近傍の地層)中に貯留されたメタン。
米国などでは商業生産が行われ、非在来型ガスとしてタイトサンドガスに次いで、重要な位置を占めている。
（JOGMEC 石油・天然ガス用語辞典より抜粋）

CBM：コール･ベッド･メタン

原油価格の下落に伴い、LPガスの価格も値を下げている。米国はその中でもCPより低廉な価格で推移。
CPと米国プロパン市況

12出典：EIA 「Annual Energy Outlook 2014」

図7-2【天然ガス随伴のLPガス生産とシェールガス、CBMなど非在来型天然ガス開発】

単位：TCF/Y

米国におけるシェールガス生産推移・見通し CPと米国のプロパン市況（2013年4月～2015年5月）
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図7-3【天然ガス随伴のLPガス生産とシェールガス、CBMなど非在来型天然ガス開発】

出典：LPガス国際セミナー2015 日本LPガス協会会長プレゼン資料を基に作成

多くの地域で新規開発プロジェクトが進展し、供給ソースの多様化が期待される

図８【電力及びガス自由化の概要】

〇2000年3月より、大口向けから段階的に小売りが自由化
〇2016年に小口向けが自由化 →電力小売りの全面自由化

電力市場の概要

都市ガス市場の概要

〇1995年より、大口向けから段階的に小売りが自由化
〇現在は、販売量の６割超が自由化対象
〇2017年に「ガスの小売全面自由化を実施」

自由化部門
(契約：50kw～2,000kW)

2016年に自由化される電力市場
(契約：～50kw)

大・中・小工場 大・中オフィス など 住宅 商店・小規模オフィスビル など

全重要家

ガス小売り事業
【登録制】

ＬＮＧ基地事業
【届出制】

特定ガス導管事業
【届出制】

一般ガス導管事業
【許可制】

【
法
改
正
後
】

14 14
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家庭業務用 工業用 都市ガス用 自動車用 化学原料用 電力用

国内需要の推移
(千トン)

■2013年度(実績)

家庭業務用：663万トン(42.6％)

工業用 ：304万トン(19.5％)

都市ガス用：110万トン(7.1％)

自動車用 ：118万トン(7.6％)

化学原料用：295万トン(19.0％)

電力用 ：65万トン(4.2.％)

合計 ：1,555万トン

図９【国内需要の状況】

貨物車

耕運機

発電機

トリジェネレーション
(熱・電気・CO2)

カセットコンロ

エコジョーズ

ボイラー

タクシー

窯業（乾燥用）

鉄鋼（圧延）

家庭・
業務用
４４％

工業用
１９％

化学原料用
２０％

自動車用７％

都市ガス用
８％

電力用２％

合計：1,498万トン

■ 2014年度実績見込 ＬＰガス国内需要の用途別内訳

ＧＨＰ

家庭用燃料電池
「エネファーム」

新型ＧＨＰ
「ＸＡＩＲ（エグゼア）」

業務用給湯器
（産業用コジェネ）

（業務用コジェネ）

ＬＰガスは、日本の最終エネルギー消費の約５％を占め、家庭・業務用、工業用、化学原料
用、自動車用などを中心に年間１，４９８万トン（２０１４年度見込）が使用されている

図１０【幅広い分野で利用されているＬＰガス】
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17

※2004～2013年度は実績、2014年度は見込み

※カッコ内は全住宅戸数に占めるオール電化住宅の比率

1,235

2,149

3,303

（千戸）

（2.7％）

（4.6％）

（6.9％）

出典：「エネルギー需要家別マーケット調査要覧2009住宅分野編」富士経済㈱

「2014年度版住宅エネルギー・関連機器エリア別普及予測調査」富士経済㈱

図１１－１ 【オール電化住宅推移】

4,172
（8.4％）

5,251

5,958

（10.2％）

（11.4％）

図１１－２ 【都市ガス原料の天然ガス化推進】

出典：日本ガス協会HP

18

LPｶﾞｽの都市ガス原料消費量の推移都市ガス内訳の推移（原料別）

0 1,000 2,000 3,000

2013

2003

1993

年度

（千ｔ）



図１１－３ 【燃料電池自動車・水素ステーションの普及】

出典：「水素・燃料電池戦略ロードマップ概要」２０１４年６月 19

図１２ 【業務用・工業用・自動車用需要推移】
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図１３【ＣＯ２排出原単位】
LPガスのＬＣＩ分析値によるＣＯ２排出原単位は石炭や石油系燃料に比べて小さく、LNG、
都市ガスなどのガス体エネルギーに近い値となっている

21出典 ＊１：「エネルギー製造・利用のＬＣＩ（ライフサイクルインベントリ）分析」 日本工業大学 2009年9月

0 20 40 60 80 100

石炭

石油

LNG

都市ガス

LPG

（g-CO2/MJ）

燃焼 設備 二次生産 輸送 生産

◆エネルギー製造のＣＯ２排出原単位

ＬＣＩ（ライフサイクル
インベントリ）分析

・原産地から受け入
れ基地／生産基地
を経て消費者到達
までを含めたＣＯ２排
出量を算出。

石炭 石油 ＬＮＧ 都市ガス ＬＰＧ

生産 2.16 1.31 9.44 9.08 3.58

輸送 2.48 1.18 2.37 2.29 2.32

二次生産 2.84 0.14 0.49 0.69

施設 0.11 0.08 0.12 0.50 0.09

小計 4.75 5.41 12.07 12.35 6.68

燃焼時
ＣＯ２排出原単位

90.23 68.57 49.50 50.60 59.03

合計 94.98 73.98 61.57 62.95 65.71

（ｇ－ＣＯ２／ＭＪ）

＊１

＊２

＊２：「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令の一部を改正する政令 政令第２０号 」2010年3月3日

図１４【高効率ガス給湯器・家庭用燃料電池の普及状況と計画】

22
出典：第７回高効率ガス給湯器デファクト化研究会活動報告

「水素・燃料電池戦略ロードマップ概要」２０１４年６月

高
効
率
ガ
ス
給
湯
器

家
庭
用
燃
料
電
池

2015年頃 2040年頃2030年頃2020年頃

高効率ガス給湯器の普及拡大

2012年度末
デファクトスタンﾀﾞｰ化

2000万台の普及
▼

全戸設置

導入支援

再生可能エネルギーとの融合
太陽熱・太陽光発電

燃料電池の
発電電力
取引円滑化の検討

家庭用燃料電池の自立的な普及拡大
国内展開の拡大（戸建の新築→集合・既設住宅等）

海外展開の拡大（欧州中心→他地域）

140万台の普及
投資回収可能なコスト：7・８年

▼

530万台の普及
投資回収可能なコスト：５年

▼



図１５【ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）のイメージ】

23

住宅の媒体・設備の省エネ性能の向上、再生可能エネルギー等の活用により、
年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）でゼロ又は概ねゼロになる住宅

ＬＰガスは災害時等により、系統電力や都市ガスが途絶した場合でも、容器に既
存しているＬＰガスを消費することによって自立的にエネルギーを供給可能

出典：「ＬＰガス読本」日本ＬＰガス団体協議会
地中熱利用

通風・換気による
暖冷房負荷の低減

冬季の日射取得
夏季の日射遮蔽

高効率空調

太陽熱
温水器

災害時でも
供給可能

23

（一社）全国ＬＰガス協会の取組

「ＬＰガス安全応援推進運動 “すべてはお客様の安心のために”」

重大事故（Ｂ級以上の事故ゼロ）

ＣＯ中毒事故件数ゼロ

（一社）全国ＬＰガス協会発行 「全L協ニュース ２４号」より

図１６ー１【自主活動による保安高度化運動】

24

全国目標

その他に都道府県協会が自県の事故状況を見て独自の事故防止対策を実施

販売事業者に起因する事故防止

自然（雪害含む）災害対策

全ての都道府県協会が実施する対策

ＣＯ中毒事故防止（業務用厨房施設・一般消費者含む）

お客様の不注意による事故防止



図１６ー２【安全な消費機器の普及促進対策】

出典：第１２回あんしん高度化ガス機器普及開発研究会報告資料

25

図１７【日本ガス体エネルギー普及促進協議会（コラボ）】

社団法人日本ガス協会、日本ＬＰガス団体協議会、社団法人日本簡易ガス協会は、これまでも連携・協力して
きましたが、これをさらに強化充実させ、組織的かつ継続的な活動を展開するために、日本ガス体エネルギー
普及促進協議会（コラボ）を創設いたし、ガス体エネルギーの一層の普及促進を図り、生活・文化の安定・向
上、産業・地域の振興・発展、環境の改善、安全な社会の実現等に寄与していく。

①政策提言
「２０３０年のエネルギー需給展望」に示された天然ガスやＬＰガス（ガス体エネルギー）の普及促進を実現する
ために、エネルギーや環境政策等に関して国や研究団体等に提言する。

②情報発信
マスコミ等を通じ高効率ガス給湯器・ガスコージェネレーション・安全ガスコンロを中心としたガス機器、省エ
ネ、およびガスの安全な使い方等の情報を発信する。

③提案活動
新しい住宅コンセプト（コラボ住宅）を取りまとめ、ハウスメーカーやキッチン・バスメーカーに提案する。

日本ガス体エネルギー普及促進協議会ＨＰより
26



天然ガス LPガス ガソリン 灯油

項目 単位 メタン エタン プロパン ブタン
C4～C10 C11～C13

分子式 CH4 C2H6 C3H8 C4H10

沸点〔1気圧〕 ℃ -161.50 -88.60 -42.04 -0.50 220以下※ 270以下※※

蒸気圧〔40℃〕 KPa ― ― 1375.9 378.5 44～78

図１８－１【ＬＰガスの特性ー３つの特長】

LPガスは、常温常圧では気体のガス体エネルギーです。化石燃料の中では炭素
数が少なくクリーンなエネルギーで、天然ガスと比べると容易に液化し、体積を
圧縮させることができる。

27

•CO2排出量が石油や石炭に比べて非常に少ない

•硫黄や窒素などを含まず、排気ガスがクリーン

•燃焼時にススや灰分を出さない
クリーンエネルギー

•都市部から離島部・山間部まで国土の全域をカバー

•全国各地域に供給インフラが存在

可搬性のある分散型

エネルギー

•設置や復旧が容易な分散型エネルギー

•被災地での緊急炊き出しや仮設住宅への対応が可能
災害に強い

炭素数が少ない！ 比較的低い圧力で液体に！
※蒸留性状終点

※※蒸留性状95％留出温度(１号)

出典：日本ＬＰガス協会「ＬＰガスが担う環境への貢献」～低炭素社会の実現に向けて～より

すすや臭い
が出ない！

NOXやSOX
が少ない！

毒性が

ない！

不純物が少
なく水素が
取り出しや
すい！

塵芥車
(トヨタダイナ)

燃料電池 スプレー

施設園芸用
機器

図１８－２【ＬＰガスの特長１ークリーンエネルギー１】（ＣＯ２排出原単位）

図１８－２【ＬＰガスの特長１ークリーンエネルギー２】（環境性を活かした用途）

キッチン

給湯器

フォークリフト

28出典：日本ＬＰガス協会「ＬＰガスが担う環境への貢献」～低炭素社会の実現に向けて～より

ガスパワー耕運機「ピアンタ」



昭和基地

50Ｋｇボンベを
年間42本使用

■ 容器内の状態

耕運機
（カセットボンベ仕様）

図１８ー３【ＬＰガスの特長２ー可搬性のある分散型エネルギー】

☆こんな所でも使われています！

熱気球

ライター

気体

屋外調理器
カセットコンロ

液体

登山用具

29

プロパン

ブタン

全国津々浦々で使われていま
す。

どこでも運べます！

ラ
イ
タ
ー

ボ
ン
ベ

出典：日本ＬＰガス協会「ＬＰガスが担う環境への貢献」～低炭素社会の実現に向けて～より

１．災害の防止

震度５相当以上の地震でマイコン
メータが自動的にLPガスの供給を
遮断。
⇒大半の二次災害は防止

２．すばやい復旧

ＬＰガスは個別供給・分散型エネ
ルギー。
⇒被害を最小限に抑え、調査・点
検も１戸単位で行うことができ、
迅速な復旧が可能

３．非常時の熱供給

避難所等への燃料供給対応に最適。
⇒避難者に対する炊き出しや給湯
サービスの提供

図１８－４【ＬＰガスの特長３ー災害に強い】

マイコンメーター

災害対応LPガス
バルク供給ユニット

LPガス発電機

■ 新潟県中越沖地震におけるライフライン復旧グラフ

30

耐震構造の小型LPガスタンク。平時利

用設備がそのまま非常時の炊き出し
などにも使える。小中学校などの避難
所設置に補助制度あり。

LPガスは災害に強い分散型エネルギーであり、災害対応能力に優れている。

出典：日本ＬＰガス協会「ＬＰガスが担う環境への貢献」～低炭素社会の実現に向けて～より



■ 低炭素社会への取組みの方向性

取り組みの方向性 具体例

１．クリーン性を活かした高度利用

・エコジョーズ（高効率給湯器）の普及促進

・エネファーム（家庭用燃料電池）の普及促進

・先進型ＬＰＧ車とＬＰＧ混焼ﾄﾗｯｸ等の普及促進

・燃料転換の推進

・コージェネレーションの普及促進

２．再生可能エネルギーの利用
・太陽光の利用と既存技術とのマッチング

・バイオマス資源の利用

３．業界自身のＣＯ２削減 ・輸入基地・二次基地でのＣＯ２削減

図１９【省エネ・節電・省ＣＯ２化に向けたＬＰガスの普及促進】
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LPガスの特性を活かした、低炭素社会に向けた対策を実施していく。

図２０【集中監視システム新バージョン】
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ＦＲＰ容器とは

Ｆ：Ｆｉｂｅｒ=繊維
Ｒ：Reinforced=強化
Ｐ：Plastics=ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ

海外では既に普及

現在、欧米では1,000万本使用
（軽量・美観・液面確認・耐腐食性
等のメリットから普及）

＜特認７．５ｋｇＦＲＰ容器＞
２０１５年９月販売開始

＜１０ｋｇ以下のＦＲＰ容器＞
２０１５年２月法的整備完了
２０１６年一般販売開始（予定）

《欧米》 《日本》

・小型
・軽量
・コンパクト
・残量確認可

鋼性容器

ＦＲＰ容器

図２１－１【ＦＲＰ容器】
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図２１－２【FRP容器の利用例】

家庭内利用
都市ガス世帯やオール電化世帯などの
あらゆる家庭で利用し易い美観

屋外使用
軽量で持ち運び易く、サビの発生がないの

で、船舶や沿岸地域でも安心

フォークリフト

アウトドア
34

ファンヒーター台
裏側収納BOX



図２２【ＧＨＰの普及促進】

ガスヒートポンプ（ＧＨＰ）の特長

・コンプレッサーをガスエンジで駆動し

ヒートポンプで冷暖房を行う空調システム

・消費電力は電気エアコンの約1/10

発電機内蔵型は約1/100

・停電時の自立運転や外部への電力供給可能

な機種の発売

・APF5.6以上（EHP相当）の超高効率ＧＨＰ「ＸＡＩＲ」

・GHP「ＸＡＩＲⅡ」の発売（2015年秋）
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図２３【ＬＰガスコージェネレーションの普及】

【需要家側における対策】

○工場等での電気の需要の平準化

従来の省エネ対策に加え、蓄電池や自家発の活用等により、夏期・冬期の昼間の電気使用量削減

⇒取組んだ事業者にプラスに評価できる体系にする

電気使用量 燃料又は熱の使用へ転換 ＬＰガスでの貢献

＜省エネ法の改正＞ 2014年4月1日施行

＜ガスエンジンコージェネレーション＞
ガスエンジンによる発電とその排熱を利用した給湯を同時に行うシステム。
総合効率は約80％～85％。
停電時に、発電・熱供給（給湯）が可能な停電対応機も発売。
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図２４【燃料転換の促進】

《大分県》 業種：飲料製造業

改造後設備 ボイラ(LPガス需要約 130㌧/年)

前燃料 Ａ・Ｃ重油

燃料転換後メリット
・ススがでないため、掃除の手間が激減
・稼働までの準備時間 １．５時間短縮
・メンテ負担削減
・人件費・ランニングコストの削減

＜ＬＰガスへの燃料転換の分野＞

＜ＬＰガスへの燃料転換の例＞
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160.3g/km

出典：ＬＰガス自動車普及促進協議会「自動車における現状と課題」2015年3月

ＬＰＧ車は高い環境性能を持ち、２０１３年度約24万台普及している

種類 台数（台）

タクシー 192,788
自家用 10,790
貨物 17,884
特殊 10,200
乗合 184

バイフューエル 4,619

軽自動車 5,421
合計 241,886

■ 国内ＬＰＧ車普及状況

日産NV2000D
ユニバーサルタクシー

日産シビリアン
バス2014年3月末時点

図２５－１【ＬＰＧ車の次世代化】

■ ＬＰＧバイフューエル車

■ ＬＰガス供給設備の規模比較

既存LPG供給スタンド（１，５００カ所）
＊CNGスタンドは２９０カ所（２０１４年度）

・ＬＰガスとガソリンの２つの燃料を自動切り替えにより、
低燃費かつスムーズな走行が可能。
・航続距離を画期的に伸ばすことが可能で、
満タン状態より約900km以上の走行が可能

(2015年１月発売)

出典：「国立研究開発法人 国立環境研究所との共同研究
LPガス自動車の排ガス性能優位性試験結果」
LPガス自動車普及促進協議会 2015年6月

■ガソリン車とＬＰＧ車との排ガス比較

マツダ アクセラ
セダン

トヨタ クラウンセダン
スーパーサルーン

LPG車

ガソリン車

ＣＯＣＯ２２

142.0g/km

マツダアクセラ JCO８モード比較
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図２５－２【ＬＰＧ車の次世代化】
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出典：ＬＰガス自動車普及促進協議会「自動車における現状と課題」2015年3月

欧州全体のLPG車は毎年確実に増えている
ポーランド：＋124万台/年・イタリア：＋13.5万台/年・トルコ：＋28.5万台/年(2012年） 等
背景：環境に関する規制強化や石油輸入の抑制

図２５－３【ＬＰＧ車の次世代化】
◆デュアルフューエルトラックの開発

LPGハイブリッドカー

（プリウス LPGハイブリッド）

40

デュアルフューエルシステムとは？
２つの燃料を混合して燃焼させるシステム。
LPガスと軽油を混合させ、最適な混合比率で運行

出典：だるまエナジー㈱、㈱城東自動車工場
「最新ディーゼルトラックへLPガス添加し、

燃料費削減をトラック事業者等にPRする事業報告書」2015年2月

デュアルフューエルトラックの将来
・キャンター同型でのユーザー車両でのモニター
・長距離ロングラン運行車両での実証
・プロパン等さまざまなガス燃料での実証

40



出典：「水素エネルギーハンドブック」岩谷産業2015年3月
「燃料電池自動車及び水素ステーションについて」経済産業省2015年１月
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図２５－４【ＬＰＧ車の次世代化】

FCV（燃料電池自動車）

・純水素を燃料としてタンクに積載して発電
・水素と空気中の酸素で発電、排出は（蒸気）のみ
・航続距離約650ｋｍ、充電時間は約3分
・2030年には200万台のFCV乗用車の普及を見込む
・将来的には各家庭に直接、水素を供給して発電
するいう構想も

水素ステーションの整備

・LPガスなどの化石燃料の改質により、水素を製造
・2011年自動車メーカー３社・水素供給事業者10社が
「2015年のFCV市場発電と水素ステーション100か所の
先行整備」を共同声明
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白熱電球を
電球型蛍光灯
に取り替える

エネファーム
を設置する

アイドリング
ストップを
心がける。

冷房時の
設定温度を
28℃にする

記載数値は、１年間実行した時のＣＯ２削減量
各バルーンは１ケ月分のＣＯ２削減容量をイメージ

シャワーの
使用時間を
１分間減らす

テレビを見る
時間を
１時間減らす

図２６【家庭用燃料電池】

エネファームの特徴

・LPガスから水素を取り出し、
空気中の酸素と化学反応させることによる
発電と排熱を利用して給湯を行うコジェネ
・エネファームによる発電で、家庭用電力の
約７割をまかなうことができ、系統電力購入
量の削減やピークカットに貢献
・停電時の自立発電機能を搭載
・太陽光発電との併用により、CO２のさらなる
削減、売電量のアップ

出典：「ＬＰガス読本」日本ＬＰガス団体協議会



図２７【エコジョーズ、エコウィル】
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高効率給湯器

・ヒートポンプや太
陽熱と組み合わせた
ハイブリットタイプ

・停電時の自立運転
機能の搭載

ガスエンジンコジェネ

・エネルギー効率92%
・停電時の自立運転
機能の搭載

出典：「ＬＰガス読本」日本ＬＰガス団体協議会

図２８【低炭素エネルギーシステム】
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図２９【未利用バイオマスガス】
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LPガスをバイオガスに混合し熱量を調整するなど、オンサイト利用の可能性に
ついて研究を進める。

原料

・家畜排泄物

・下水汚泥

・食品廃棄物

etc...

■ LPガス・バイオガスのパイプライン供給方式

メタン発酵

■ LPガス・バイオマス液体供給方式

原料

・製材工場等残材

・建設発生木材

・農作物非食料部

（稲わら等）

etc…

メタン発酵槽

ガス化 ガス精製
液体燃料合成

（メタノール・DME等）
混合充てん・輸送

・工業用

・自動車用

etc…

カロリー調整
（LPガス混合）

コジェネ発電
(含トリジェネ)

・施設園芸

ガス化装置 ガス精製装置 DME生成装置
製品DMEを回収
した容器

出典：（財）エルピーガス振興センター「第19回LPGC研究成果
等発表会」資料を基に作成

ハウス
発電機

出典：日本LPガス協会「LPガスが担う環境への貢献」～低炭素社会の実現に向けて～より

図３０【ヒートポンプ】
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ヒートポンプサイクル

一般に液体は気化するときに周囲から
熱を奪い、反対に気体が凝縮して液体
になるときには熱を発生する性質がある

この性質を利用し冷媒をコンプレッサで
循環し、強制的に気化と液化を繰り返す
ことにより、冷暖房を行う仕組み

ヒートポンプによる再生可能エネルギーの利用

・EU加盟各国は020年の最終エネルギー消費に占め
る再生可能エネルギーの比率を2020年11.6％
⇒20％とし、積極的にヒートポンプ技術の導入支援
を行う

・日本では2009年「エネルギー供給構造高度化法」
により再生可能エネルギーとして位置づけられた

※GHPのヒートポンプサイクル

出典：（一社）ヒートポンプ・蓄熱センターHP



図３１【スマートエネルギーネットワーク】
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熱と電気を地産地消するコジェネレー
ションシステムを導入し、再生可能・
未利用エネルギーを最大活用し、
省エネ及びエネルギーセキュリティの
向上を図る

事例：田町駅東口北地区

図３２【スマートハウス】
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出典：経済産業省 「次世代エネルギー・社会システムの構築について」より



プロジェクト 国・地域
Prelude オーストラリア
Scarborough オーストラリア
Browse オーストラリア
Sunrise オーストラリア/Timor Leste
Bonaparte オーストラリア
Cash Maple/他 ガス田 オーストラリア
サラワク州Bintulu沖 マレーシア
サバ州沖 マレーシア
Abadi インドネシア
Lavaca Bay アメリカ/テキサス
Tamar/他 東地中海ガス田 イスラエル
Gulf LNG パプアニューギニア
Shtokman ロシア
タンザニア タンザニア
La Crecienteガス田 コロンビア
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図３３【供給ソースの多様化】

出典：HIS 「The Global LPG market : Outlook after the New Oil Shock」
(LPガス国際セミナー2015より) 出典：IEA 「World Energy Outlook 2013」

単位：Tcm (兆立方メートル)

非在来型天然ガスの残存資源量評価マップ2019年までのLPガス輸出量(計画)

米国とのターム計画 見通し
単位：千トン

出典：総合資源エネルギー調査会第3回資源･燃料分科会(平成26年4月28日開催)の
配布資料を基に作成

洋上天然ガス液化設備(FLNG)を計画/検討中の主なPJ

出典：JOGMEC
「フローティングLNGへの期待と最近の動向」

【FLNG採掘イメージ】
画像出典：Technip

図３４【ＬＰガス国際セミナー】

1992年から毎年、産ガス国と消費国との対話を日本で開催している。
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LPガス国際セミナー2015

2015年3月5日(木) 9:30～17:30

2015年3月6日(金) 9:30～12:30

参加者

634名(国内:444名 海外:190名)

東京プリンスホテル「鳳凰の間」

開催場所

開催日時

成長するLPガス市場
― その過去・現在・未来を考える

テーマ

(一財) エルピーガス振興センター

主催

サウジアラビア、アメリカ、フランス、イギリス、中国、インド、韓国、
シンガポール、バングラディッシュ等

海外講演国

出典：エルピーガス振興センター

LPガス国際セミナー参加者推移

(国内)

(海外)



図３５ 【ＬＰガス備蓄等に関する要望内容】

1.民間備蓄の基準備蓄日数の低減について
（1）民間事業者の過大な負担やリスクを軽減するため、法定民間備蓄日数の低減措置実施

2.現行の備蓄制度における効果的運用について
（1）本邦に向けて航行する船舶に積載されているLPガスの洋上備蓄カウント場所の拡大
（2）輸入価格急騰の抑制や沈静化を目的とした効果的制度運用(民間備蓄日数の一時的低減等)

3.低温タンクの耐震強化支援策について
（1）耐震基準への適合支援策とともに、耐震強化工事中における民間備蓄日数の低減策等の支援

4.備蓄LPガスの助成について
（1）備蓄LPガスに対する融資(既融資分も含む)比率を現行の90％から100％へ引き上げ
（2）備蓄LPガスの融資に対する利率の全額無利子化

51出典：平成28年度 LPガス備蓄に関する要望（2015年11月提出）

図３６【ＬＰガスの国家備蓄と民間備蓄】

LPガスは法律によって年間輸入量の50日分の民間備蓄義務が課せられている。
国家備蓄が全て稼動すると合計約100日分が備蓄されることとなる。
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地上タンク 地下タンク

国家備蓄基地の配置図

プロパン ブタン 合計

基地名 容量 在庫 容量 (PB兼用) 在庫 容量 在庫

七尾 150,000 145,981 100,000 98,371 250,000 244,352

福島 150,000 146,068 50,000 49,134 200,000 195,201

神栖 150,000 146,293 50,000 (150,000) 49,250 200,000 195,543

波方 450,000 251,044 0 0 450,000 251,044

倉敷 400,000 66,439 0 0 400,000 66,439

合計 1,300,000 755,825 200,000 196,755 1,500,000 952,580

単位：トン

国家備蓄基地の積み上げ状況

※平成27年3月末 現在

民間備蓄 国家備蓄

(ガスイン中)

我が国のLPガス備蓄体制

平成29年度までに
ガスイン完了予定

※日数は、石油流通課公表資料「LPガス備蓄の現状」の平成27年3月末時点の数値より計算
※資源･燃料分科会の報告書(平成27年7月)では、国家備蓄150万トンは国内消費量の約40日分と記載

※平成27年3月末 現在



図３７【エネルギーリスク評価指標】
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一次エネルギー供給のエネルギーリスク評価指標及び調達先の構成の各国比較

我が国の各燃料調達に関するエネルギーリスク評価指標

出典：総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会 第14回報告書より
※2012年、2014年の貿易統計データから分析

LPガスについては、2012年と2014
年を比較すると、米国からのシェール
随伴LPガスの調達増加により我が
国の調達リスクは、一定程度改善し
たことが分かる。

(報告書 P77より抜粋)

図３８【ＬＰガスの国内物流】

元売会社：１２社

１，５００ヶ所

輸入基地：３５ｹ所
輸入会社：１３社

石油製油所：２８ｹ所
石油化学工場：６社
天然ガス工場：１社

二次基地：４１ｹ所

ＬＰガス世帯数：

約2,500万

都市ガス世帯数：

約2,700万

２，１００ヶ所

約５，１００台

約２，３００台

民生用バルク

卸売業者：約１，１００社 小売業者：約２１，０００社

(累計出荷)

(民生用バルク含む)
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計画の内容

目標
• LPガス輸入基地・二次基地におけるエネルギー使用量(系統電力消費量・原油換算)を、2010年度比
5％削減する。

前提 • エネルギー換算係数：94.8[GJ/万kWh]

選択理由
• LPガスの輸入基地、二次基地で使用するエネルギーの大部分が、LPガスの貯蔵出荷に要する電力
であるため、電力消費によるCO2排出量原単位を管理対象としている。

■ 国内の企業活動における2020年の削減目標

■ 低炭素製品・サービス等による他部門での削減

計画の内容

加盟団体である日本LPガス団体協議会を通じ、都市ガス業界やガス機器及びキッチンバスメーカー等との連携を強
化することにより、高効率ＬＰガス機器(家庭用燃料電池(エネファーム)、高効率ガス給湯器(エコジョーズ)、業務用コ
ジェネレーション等)の普及促進を図る。
※会員会社ではこれらの高効率LPガス機器を原則直接販売していないが、販売子会社・特約店に対して販売促進の
指導を行なう等の方法により、その普及に努める。

図３９【低炭素社会実行計画の概要】

図４０【低炭素社会実行計画PhaseⅡ(2030年目標)の概要】

計画の内容

目標

• LPガス輸入基地・二次基地におけるエネルギー使用量（系統電力使用量・原油換算）を

2010年度比 9％削減する。

※需要、政策等LPガス業界を取り巻く環境の変化やエネルギー換算係数の変動があった

場合は随時目標を見直す。

前提 • エネルギー換算係数：94.8GJ/万kWh

設定根拠
• 引き続き、地球温暖化対策への貢献をすべく、削減率は、環境自主行動計画の実績（2012年

度までに1990年度比8.3％削減）と同等の9％削減とした。

■ 国内の企業活動における2030年の削減目標

■ 低炭素製品・サービス等による他部門での削減

計画の内容

加盟団体である日本ＬＰガス団体協議会を通じ、都市ガス業界やガス機器及びキッチンバスメーカー等との

連携を強化することにより、高効率ＬＰガス機器(家庭用燃料電池(エネファーム)、高効率ガス給湯器(エコ

ジョーズ)、業務用コジェネレーション等)の普及促進を図る。特にエネファームについては、国の目標である

2030年度累計出荷台数530万台の達成に向け、ガス業界のみならず、機器メーカーや住宅業界等の連携も強

化し、ＬＰガス業界としての役割を果たすよう努める。
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図４１【移動式電源車と受電設備基地】
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P：80,850
B：80,495

合計：161,345

アストモスエネルギー
ENEOSグローブ

P：30,310
B：15,200

合計：45,510

ENEOSグローブ

P：45,050
B：45,050

合計：90,100

ENEOSグローブ

P：161,725
B： 87,151

合計：248,876

ジクシス
ジャパンガスエナジー

P：21,825
B：21,000

合計：42,825

ジャパンガスエナジー

P：50,000
B：30,000

合計：80,000

ENEOSグローブ

ENEOSグローブ

P：42,045
合計：42,045九州液化瓦斯福島基地

青森ガスターミナル

千葉ターミナル

新潟ガスターミナル

川崎ガスターミナル
四日市エルピージー基地

七尾ガスターミナル

福島

七尾

新潟

四日市 川崎
千葉

野内

災害発生時に避難所に対して迅速で円滑なエネルギー（電気、熱）供給を行うため、国の

防災システムとして、ＬＰガス災害バルクシステム等の設置を予め整備しておく必要がある

・大地震等の災害では、災害発生直後、公的支援
が開始されるまでの４８時間をいかに乗り切る
かが最も重要

・ＬＰガスバルク供給であれば、 残量が半分でも
５００ｋｇ型で３日、９８５ｋｇ型で７日間、
①停電時の電源としての
ガス発電機１台、ガスストーブ２台を
終日フル稼働

②（※水源が確保されるもとで）ガス炊飯器により
１００人分のご飯（一日三食）をまかない、

③ガスコンロ２台、給湯器１台を１日各３時間使い
暖かい汁物を作り、シャワーを浴びられる

常
設

緊
急
時
用

【２】都市ガスエリア内での災害対応型LPガス設備の設置

災害対応型マンション「グリーンパーク中
里(東京都荒川区)に緊急時用災害バル
ク(1トン2基)を設置。ＬＰガスエンジン非常
用発電機、エコジョーズ等の機器も常備。

【１】災害対応型ＬＰガスバルクシステムの活動内容と 常設及び緊急時用ＬＰガス災害バルクシステムの 設置（イメージ）

（500ｋｇ・1000ｋｇ型 ＬＰガスバルク）

貯槽量

使用可能ガ
ス量

(初期残存量
50％→15％)

対応可
能日数

500kg型 175kg 3.6日

985kg型 347kg 7.1日

図４２【公的避難所等への災害対応バルクシステムの設置】
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図４３ 【LPガスの災害時緊急支援体制】

避難所等で使用されるLPガス

自治体や防災協定の締結や消費者団体との連携
・全国47都道府県にあるLPガス協会では、地方自治体との防災協定締結
平成26年3月末で、全国の58％にあたる1,038の自治体と締結を完了
・全国地域婦人団体連絡協議会と連携し、「防災学習会」を実施
2013年度では、40回の会合で、約6,800人が参加
・NPO法人「日本防災士機構」が認証する防災士の資格取得の推進

59
出典：「ＬＰガス読本」日本ＬＰガス団体協議会

リヤカーで容器を運搬
（写真は訓練時のもの）
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図４４－１【メタンハイドレード】
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図４４－２【国内資源開発】
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出典 経済産業省 総合資源エネルギー調査会 総合部会 資料
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図４５【「次世代エネルギー・社会システム」の実証】
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ＬＰガス産業は、我が国のエネルギー政策が脱石油から再生可能エネルギーなどへの傾斜を

一層強め、社会の省エネ・節電・省ＣＯ２化を目指す中、ＬＰガスのＣＯ２排出原単位が低い環境

特性を活かし、地球環境に貢献しながら需要拡大を目指す。

３．「革新的技術の開発・普及」

２．２０３０年に向けた「ＬＰガス産業の目指す姿」（考え方）

・「高効率機器の普及促進」
・「ＧＨＰ普及」､「燃料転換推進」

・「再生可能エネルギーとの共生」
・「先進型ＬＰＧ車とＬＰＧ混焼ﾄﾗｯｸ等の推進」

・「ＦＲＰ容器の普及促進」
・「燃料電池など分散型電源の推進」

４．「中長期に向けたＬＰガス産業の取り組み（課題解決に向けた６つの取組方針）」

取組方針１

取組方針２

取組方針３

取組方針４

取組方針５

取組方針６

１．ＬＰガスの高度利用と
需要拡大によるＣＯ２
排出抑制

２．再生可能エネルギー
利用の推進及び共生

３．分散型エネルギーシ
ステムの進化

需要拡大を目指す主な用途別の克服すべき課題

顧客ニーズに応える技術開発

ＬＰガスの供給安定性確保

次世代に向けた事業領域の拡大

保安体制の強化と災害時の対応

ＬＰガス産業の環境目標設定・達成等の努力
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図４６－１【ＬＰガス産業の中長期展望（第二回改定）まとめ－１】

１．「ＬＰガス産業の中長期展望」第二回改定について

・２０１４年４月の第四次エネルギー基本計画閣議決定、２０１５年７月の資源・燃料分科会報告書策
定及び長期エネルギー需給見通し策定等のエネルギー政策の進展を踏まえ、「ＬＰガス産業の中長
期展望」の第二回改定を実施した。

「取組方針」を基に、「１５年間のロードマップ」と「２０１６～２０２０年の活動方針」

を策定し、 活動方針に基づいて、各年の｢事業計画」を策定して事業を展開。

64

５．中長期展望の取り進め方について

高効率ＬＰＧ給湯器

燃料電池（家庭用）

コジェネ（業務・産業用）

燃料転換

１，６００万世帯

１５０万台

１４５万ｔ

１６０万ｔ

・２０３０年のＬＰガスの目指すべき姿（代表例）

取組方針

（よりクリーンに）

・ＧＨＰを、２０００年～２０１０年の間に、合計４６０万ｋＷ相当
出荷した。（換算：1馬力＝2.8ｋＷ相当）

・ＥＨＰ（ＡＰＦ５．７）比較での冷房能力として約１２０万ｋＷに相当

【参考】 １２０万ｋＷ相当

図４６－２【ＬＰガス産業の中長期展望（第二回改定）まとめ－２】

ＣＯ２削減量 約１，０３０万ｔ総需要量 約１，９７０万ｔ

｢省エネ・節電・省ＣＯ２化」の実現


